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地方税法の施行に関する取扱いについて（市町村民税関係）の一部改正新旧対照表

改 正 後 改 正 前

第１章 一般的事項 第１章 一般的事項

第１節 通則 第１節 通則

４ 課税権の承継 ４ 課税権の承継

市町村の廃置分合又は境界変更があった場合においては、承継市町村又は新市町 市町村の廃置分合又は境界変更があった場合においては、承継市町村又は新市町

村がその区域によって消滅市町村又は旧市町村に係る地方団体の徴収金の徴収を目 村がその区域によって消滅市町村又は旧市町村に係る地方団体の徴収金の徴収を目

的とする権利（以下「徴収金に係る権利」という。）を承継するものであること。 的とする権利（以下「徴収金に係る権利」という。）を承継するものであること。

（法８の２・８の３） （法８の２・８の３）

この場合において、次の諸点に留意すること。 この場合において、次の諸点に留意すること。

(１) 略 (１) 略

(２) 前号の場合において、消滅市町村又は旧市町村がした賦課徴収その他の手続 (２) 前号の場合において、消滅市町村又は旧市町村がした賦課徴収その他の手続

は承継市町村又は新市町村がした賦課徴収その他の手続と、消滅市町村又は旧市 は承継市町村又は新市町村がした賦課徴収その他の手続と、消滅市町村又は旧市

町村に対してした申告、審査請求 その他の手続は承継市町村又は新市町村に対 町村に対してした申告、不服申立てその他の手続は承継市町村又は新市町村に対

してした申告、審査請求 その他の手続とみなされるものとされているので、承 してした申告、不服申立てその他の手続とみなされるものとされているので、承

継市町村又は新市町村は消滅市町村又は旧市町村の地方団体の徴収金で消滅市町 継市町村又は新市町村は消滅市町村又は旧市町村の地方団体の徴収金で消滅市町

村又は旧市町村に収入されていないものを徴収することができるとともに、既に 村又は旧市町村に収入されていないものを徴収することができるとともに、既に

消滅市町村又は旧市町村に収入された地方団体の徴収金で過納又は誤納に係るも 消滅市町村又は旧市町村に収入された地方団体の徴収金で過納又は誤納に係るも

のについては、承継市町村又は新市町村がこれを還付することとなるものである のについては、承継市町村又は新市町村がこれを還付することとなるものである

ことに留意すること。（法８の２①後段・④） ことに留意すること。（法８の２①後段・④）

(３)～(５) 略 (３)～(５) 略

第７節 地方税の優先権等 第７節 地方税の優先権等

２７ 質権及び抵当権の優先 ２７ 質権及び抵当権の優先

納税者又は特別徴収義務者がその財産上に質権又は抵当権を設定している場合に 納税者又は特別徴収義務者がその財産上に質権又は抵当権を設定している場合に
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おいて、その質権又は抵当権が地方団体の徴収金の法定納期限等以前に設定されて おいて、その質権又は抵当権が地方団体の徴収金の法定納期限等以前に設定されて

いるものであるときは、その地方団体の徴収金は、その換価代金につき、その質権 いるものであるときは、その地方団体の徴収金は、その換価代金につき、その質権

又は抵当権により担保される債権に次いで徴収するものであること。 又は抵当権により担保される債権に次いで徴収するものであること。

この場合において、法定納期限等とは、納税者又は特別徴収義務者の財産上に質 この場合において、法定納期限等とは、納税者又は特別徴収義務者の財産上に質

権又は抵当権を設定しようとする第三者がその地方団体の徴収金の存在を認識する 権又は抵当権を設定しようとする第三者がその地方団体の徴収金の存在を認識する

ことができる時期を定めたものであって、原則として法定納期限（第４節１３参照 ことができる時期を定めたものであって、原則として法定納期限（第４節１３参照

）をいうものであるが、期限後申告、更正及び決定等に係る地方団体の徴収金又は ）をいうものであるが、期限後申告、更正及び決定等に係る地方団体の徴収金又は

国税の所得税及び法人税の課税に基づいて課税される住民税 国税の所得税及び法人税の課税に基づいて課税される住民税（当該法人税に係る個

及び事業税に係る地方団 別帰属法人税額を課税標準として課する住民税を含む。）及び事業税に係る地方団

体の徴収金については、次のような特例が規定されていることに留意すること。（ 体の徴収金については、次のような特例が規定されていることに留意すること。（

法１４の９①・②・１４の１０） 法１４の９①・②・１４の１０）

(１) 略 (１) 略

(２) 国税の所得税又は法人税の課税に基づいて課税される住民税 (２) 国税の所得税又は法人税の課税に基づいて課税される住民税（当該法人税に

及び事業税につ 係る個別帰属法人税額を課税標準として課する住民税を含む。）及び事業税につ

いては、所得税又は法人税の存在が明らかになる日において同時に明らかとなる いては、所得税又は法人税の存在が明らかになる日において同時に明らかとなる

から、その住民税及び事業税については、国税徴収法（昭和３４年法律第１４７ から、その住民税及び事業税については、国税徴収法（昭和３４年法律第１４７

号）第１５条第１項に定められている所得税又は法人税の法定納期限等 号）第１５条第１項に定められている所得税又は法人税の法定納期限等

第８節 納税の猶予 第８節 納税の猶予

３７ 徴収の猶予 ３７ 徴収の猶予

(１) 略 (１) 略

(２) ２以上の市町村において事務所又は事業所を有する法人が法第３２１条の８ (２) ２以上の市町村において事務所又は事業所を有する法人が法第３２１条の８

第３４項の規定による申告書を提出した場合又は法第３２１条の１１第１項若し 第２７項の規定による申告書を提出した場合又は 第３２１条の１１第１項若し

くは第３項の規定による更正（法人税額の分割の基準となる従業者数が事実と異 くは第３項の規定による更正（法人税額の分割の基準となる従業者数が事実と異

なることによる更正に限る。）を受けた場合において、その申告又は更正により なることによる更正に限る。）を受けた場合において、その申告又は更正により

納付すべき市町村民税の額が２千円未満であるときは、次の納付に関する期限ま 納付すべき市町村民税の額が２千円未満であるときは、次の納付に関する期限ま

で徴収を猶予するものとされているが、その運用に当たっては、次の諸点に留意 で徴収を猶予するものとされているが、その運用に当たっては、次の諸点に留意
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すること。（法１５の４、令６の９の２） すること。（法１５の４、令６の９の２）

ア及びイ 略 ア及びイ 略

第９節 納税の猶予に伴う担保等 第９節 納税の猶予に伴う担保等

４２ 保全差押 ４２ 保全差押

地方団体の徴収金につき、納付又は納入の義務があると認められる者が、不正に 地方団体の徴収金につき、納付又は納入の義務があると認められる者が、不正に

地方団体の徴収金を免れ、又は地方団体の徴収金の還付を受けたことの嫌疑に基づ 地方団体の徴収金を免れ、又は地方団体の徴収金の還付を受けたことの嫌疑に基づ

き、法第１章第１６節（犯則事件の調査及び処分）の規定による差押若しくは領置 き、法第１章第１６節（犯則事件の調査及び処分）の規定による差押若しくは領置

又は刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）の規定による押収、領置若しくは逮 又は刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）の規定による押収、領置若しくは逮

捕を受けた場合において、その処分に係る地方団体の徴収金の納付し、又は納入す 捕を受けた場合において、その処分に係る地方団体の徴収金の納付し、又は納入す

べき額の確定後においてはその地方団体の徴収金の徴収を確保することができない べき額の確定後においてはその地方団体の徴収金の徴収を確保することができない

と認められるときは、地方団体の長は、その調査等に係る地方団体の徴収金の確定 と認められるときは、地方団体の長は、その調査等に係る地方団体の徴収金の確定

前においてその税額を仮に決定し、徴税吏員は、その金額（以下この項において「 前においてその税額を仮に決定し、徴税吏員は、その金額（以下この項において「

保全差押金額」という。）を限度として、その者の財産を直ちに差し押さえること 保全差押金額」という。）を限度として、その者の財産を直ちに差し押さえること

ができるものであること。この場合において、保全差押金額に相当する金銭又は担 ができるものであること。この場合において、保全差押金額に相当する金銭又は担

保の提供があったときには、その差押ができず、既に差し押さえている場合は、そ 保の提供があったときには、その差押ができず、既に差し押さえている場合は、そ

の差押を解除することとし、また保全差押金額の決定の通知後６か月を経過した日 の差押を解除することとし、また保全差押金額の決定の通知後６か月を経過した日

までに、その差押に係る地方団体の徴収金又はその保全差押金額について提供され までに、その差押に係る地方団体の徴収金又はその保全差押金額について提供され

ている担保に係る地方団体の徴収金の納付し、又は納入すべき額が確定しないとき ている担保に係る地方団体の徴収金の納付し、又は納入すべき額が確定しないとき

は、その差押又はその担保を解除しなければならないものであること。 は、その差押又はその担保を解除しなければならないものであること。

また、その差押後地方団体の徴収金を納付し、又は納入する義務がないこととな また、その差押後地方団体の徴収金を納付し、又は納入する義務がないこととな

った場合には、地方団体は、その差押により損害を受けた者に対して、無過失の場 った場合には、地方団体は、その差押により損害を受けた者に対して、無過失の場

合においても、その損害を賠償しなければならないものであるから、運営に当たっ 合においても、その損害を賠償しなければならないものであるから、運営に当たっ

ては、慎重に取り扱うこと。 ては、慎重に取り扱うこと。

なお、所得税又は法人税について国税通則法（昭和３７年法律第６６号）第３８ なお、所得税又は法人税について国税通則法（昭和３７年法律第６６号）第３８

条第３項の規定による差押がなされた場合において、その所得税の課税標準を基準 条第３項の規定による差押がなされた場合において、その所得税の課税標準を基準

として課する個人住民税、その法人税の課税に基づいて課する法人住民税 として課する個人住民税、その法人税の課税に基づいて課する法人住民税（当該法
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又はその所 人税に係る個別帰属法人税額を課税標準として課する住民税を含む。）又はその所

得税若しくは法人税の課税標準を基準として課する事業税について、その納付義務 得税若しくは法人税の課税標準を基準として課する事業税について、その納付義務

の確定後においてはその徴収を確保することができないと認められるときには、保 の確定後においてはその徴収を確保することができないと認められるときには、保

全差押についての規定が準用されるものであること。（法１６の４、令６の１２） 全差押についての規定が準用されるものであること。（法１６の４、令６の１２）

第１１節 更正、決定等の期間制限及び消滅時効 第１１節 更正、決定等の期間制限及び消滅時効

４６ 更正、決定等の期間制限 ４６ 更正、決定等の期間制限

租税債権を確定させる処分をすることができる地方団体の権利は、地方団体の徴 租税債権を確定させる処分をすることができる地方団体の権利は、地方団体の徴

収金の徴収を目的とする地方団体の権利と性質が異なるので両者を明確に区別する 収金の徴収を目的とする地方団体の権利と性質が異なるので両者を明確に区別する

とともに、租税債権は、納税者、地方団体の双方にとってできる限り速やかに確定 とともに、租税債権は、納税者、地方団体の双方にとってできる限り速やかに確定

することが望ましいので、租税債権を確定させる処分をすることができる期間を制 することが望ましいので、租税債権を確定させる処分をすることができる期間を制

限したものであること。（法１７の５・１７の６、令６の１６） 限したものであること。（法１７の５・１７の６、令６の１６）

(１)～(６) 略 (１)～(６) 略

(７) (１)から(６)までによる期間制限によることとしたのではかえって課税の公 (７) (１)から(６)までによる期間制限によることとしたのではかえって課税の公

平を欠くこととなる次のような特殊な場合における更正、決定等は、(１)から( 平を欠くこととなる次のような特殊な場合における更正、決定等は、(１)から(

５)までに規定した更正、決定等をすることができる期間経過後においても、次 ５)までに規定した更正、決定等をすることができる期間経過後においても、次

に定める日まではすることができるものであること。 に定める日まではすることができるものであること。

ア 更正、決定若しくは賦課決定に係る審査請求 又は訴えについての 裁 ア 更正、決定若しくは賦課決定に係る不服申立て又は訴えについての決定、裁

決又は判決によって原処分に異動を生じたことによってその裁決等を受けた者 決又は判決によって原処分に異動を生じたことによってその決定等を受けた者

（当該 受けた者が分割等に係る分割法人等である場合には当該分割等 （当該決定等を受けた者が分割等に係る分割法人等である場合には当該分割等

に係る分割承継法人等を含むものとし、当該 受けた者が分割等に係る に係る分割承継法人等を含むものとし、当該決定等を受けた者が分割等に係る

分割承継法人である場合には当該分割等に係る分割法人等を含むものとし、当 分割承継法人である場合には当該分割等に係る分割法人等を含むものとし、当

該受けた者が通算法人 である場合には 該受けた者が連結親法人である場合には当該連結親法人に係る連結子法人を含

むものとし、当該受けた者が連結子法人である場合には当該連結子法人に係る

他の通算法人を含むものとする。）に対して行われる更正、決定若しくは賦課 他の連結法人を含むものとする。）に対して行われる更正、決定若しくは賦課

決定又は加算金の決定 その裁決等があった日の翌日から起算して６か月間 決定又は加算金の決定 その裁決等があった日の翌日から起算して６か月間

イ～エ 略 イ～エ 略
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(８) 略 (８) 略

第１２節 不服審査及び訴訟 第１２節 不服審査及び訴訟

４８ 不服審査 ４８ 不服審査

(１) 地方団体の徴収金の賦課徴収又は還付に関する処分についての審査請求 に (１) 地方団体の徴収金の賦課徴収又は還付に関する処分についての不服申立てに

ついては、法に特別の定めがあるもののほかは、行政不服審査法（平成２６年法 ついては、法に特別の定めがあるもののほかは、行政不服審査法（昭和３７年法

律第６８号 ）の定めるところによるものであること。（法１９） 律第１６０号）の定めるところによるものであること。（法１９）

(２) 略 (２) 略

４９ 訴訟 ４９ 訴訟

(１) 略 (１) 略

(２) 地方団体の徴収金の賦課徴収又は還付に関する処分についての訴訟について (２) 地方団体の徴収金の賦課徴収又は還付に関する処分についての訴訟について

は、その対象となる処分が大量的であり、かつ、専門的、技術的な内容をもつも は、その対象となる処分が大量的であり、かつ、専門的、技術的な内容をもつも

のが多いこと等にかんがみ、直接裁判所の判断にゆだねるよりも行政庁により審 のが多いこと等にかんがみ、直接裁判所の判断にゆだねるよりも行政庁により審

査させる方が適当であるので、出訴につき審査請求 前置とされているものであ 査させる方が適当であるので、出訴につき不服申立て前置とされているものであ

ること。（法１９の１２） ること。（法１９の１２）

第１３節 雑則 第１３節 雑則

５４ 災害等による期限の延長 ５４ 災害等による期限の延長

災害その他やむを得ない理由により、期限内に書類の提出又は納付若しくは納入 災害その他やむを得ない理由により、期限内に書類の提出又は納付若しくは納入

をすることができないと認められるときには、法第２０条の５の２第２項の規定の をすることができないと認められるときには、法第２０条の５の２第２項の規定の

適用がある場合を除き、条例で定めるところによって、地方団体の長は、これらの 適用がある場合を除き、条例で定めるところによって、地方団体の長は、これらの

期限を延長することができるものであること。この場合において、条例には、地方 期限を延長することができるものであること。この場合において、条例には、地方

団体の長が職権によって又は申請に基づいてこれらの期限を延長することができる 団体の長が職権によって又は申請に基づいてこれらの期限を延長することができる

旨を規定することが適当であること。 旨を規定することが適当であること。

なお、審査請求 に関する書類の提出期限については行政不服審査法に規定され なお、不服申立てに関する書類の提出期限については行政不服審査法に規定され

ているので法第２０条の５の２第１項の規定の適用はないものであること。（法２ ているので法第２０条の５の２第１項の規定の適用はないものであること。（法２

０の５の２①） ０の５の２①）

(８) 略 (８) 略
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５５ 郵送等に係る書類の提出時期の特例 ５５ 郵送等に係る書類の提出時期の特例

地方団体の徴収金に関する書類の提出については、到達主義をもって原則とする 地方団体の徴収金に関する書類の提出については、到達主義をもって原則とする

が、納税者の便宜を考慮し、申告、徴収の猶予の申請又は更正の請求に関する書類 が、納税者の便宜を考慮し、申告、徴収の猶予の申請又は更正の請求に関する書類

が郵便又は信書便により提出されたときには、特例的に発信主義を認めることとし が郵便又は信書便により提出されたときには、特例的に発信主義を認めることとし

たものであること。この場合において、徴収の猶予の申請に関する書類には、法第 たものであること。この場合において、徴収の猶予の申請に関する書類には、法第

１５条の４第２項の届出書も含めて取り扱うこととすること。 １５条の４第２項の届出書も含めて取り扱うこととすること。

なお、税金が郵送等によって納付又は納入された場合（現金の送付があった場合 なお、税金が郵送等によって納付又は納入された場合（現金の送付があった場合

のほか当地払の小切手、郵便為替証書等の送付があった場合を含む。）には、郵便 のほか当地払の小切手、郵便為替証書等の送付があった場合を含む。）には、郵便

又は信書便による書類の提出について発信主義がとられたことと関連して、その郵 又は信書便による書類の提出について発信主義がとられたことと関連して、その郵

便物又は民間事業者による信書の送達に関する法律第２条第３項に規定する信書便 便物又は民間事業者による信書の送達に関する法律第２条第３項に規定する信書便

物（以下「信書便物」という。）の通信日付印により表示された日（その表示がな 物（以下「信書便物」という。）の通信日付印により表示された日（その表示がな

いとき、又はその表示が明らかでないときは、その郵便物又は信書便物について通 いとき、又はその表示が明らかでないときは、その郵便物又は信書便物について通

常要する送付日数を基準としたときにその日に相当するものと認められる日）が納 常要する送付日数を基準としたときにその日に相当するものと認められる日）が納

期限（期限内申告、修正申告（法第３２１条の８第３５項の規定によるものに限る 期限（期限内申告、修正申告（法第３２１条の８第２８項の規定によるものに限る

。）に係る納期限又は納税通知書に指定された納期限をいう。）前であれば、その 。）に係る納期限又は納税通知書に指定された納期限をいう。）前であれば、その

到達の日が納期限後であっても、その税金に係る延滞金額はこれを徴収しないこと 到達の日が納期限後であっても、その税金に係る延滞金額はこれを徴収しないこと

。（法２０の５の３） 。（法２０の５の３）

第２章 市町村民税 第２章 市町村民税

第１節 納税義務者 第１節 納税義務者

第２ 法人の納税義務者 第２ 法人の納税義務者

１１ 法第３１２条第１項の表の第１号の従業者の意義については、法第３２１条の １１ 法第３１２条第１項の表の第１号の従業者の意義については、法第３２１条の

１３第２項にいう従業者と一致すべきものであるが、「市町村内に有する事務所、 １３第２項にいう従業者と一致すべきものであるが、「市町村内に有する事務所、

事業所又は寮等の従業者の数の合計数」の算定に当たっては、次の点において同項 事業所又は寮等の従業者の数の合計数」の算定に当たっては、次の点において同項

の従業者の数と異なるものであることに留意すること。 の従業者の数と異なるものであることに留意すること。

(１) 略 (１) 略

(２) 法第３１２条第１項の表の第１号の従業者の数は法第３２１条の１３第３項 (２) 法第３１２条第１項の表の第１号の従業者の数は法第３２１条の１３第３項
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各号に掲げる事務所又は事業所に該当する場合においても、法第３１２条第３項 各号に掲げる事務所又は事業所に該当する場合においても、法第３１２条第３項

第１号から第３号までに掲げる日現在によるものであること。（法３１２⑤） 第１号から第３号までに掲げる日現在によるものであること。（法３１２⑤）

なお、従業者のうち、アルバイト、パートタイマー、日雇者（以下「アルバイ なお、従業者のうち、アルバイト、パートタイマー、日雇者（以下「アルバイ

ト等」という。）については、市町村内に有する事務所又は事業所（以下「事務 ト等」という。）については、市町村内に有する事務所又は事業所（以下「事務

所等」という。）ごとに次の方法により算定した数の合計数をもって、法第３１ 所等」という。）ごとに次の方法により算定した数の合計数をもって、法第３１

２条第３項第１号に規定する法人税額の課税標準の算定期間又は同項第２号に規 ２条第３項第１号に規定する法人税額の課税標準の算定期間又は第２号に規定す

定する法第３２１条の８第２項の規定により申告納付する法人の同項の期間 る連結事業年度開始の日から６月の期間若しくは第３号に規定する連結法人税額

（以下１１において「算定期間」という。）の末日現在の の課税標準の算定期間（以下１１において「算定期間」という。）の末日現在の

当該アルバイト等の数と取り扱っても差し支えないものであること。 当該アルバイト等の数と取り扱っても差し支えないものであること。

ア～ウ 略 ア～ウ 略

第２節 課税標準及び税率 第２節 課税標準及び税率

第３ 課税標準 第３ 課税標準

１２ 所得割の課税標準は、前年の所得について算定した総所得金額、退職所得金額 １２ 所得割の課税標準は、前年の所得について算定した総所得金額、退職所得金額

及び山林所得金額とするものとされているが、総所得金額、退職所得金額又は山林 及び山林所得金額とするものとされているが、総所得金額、退職所得金額又は山林

所得金額の算定については、法又はこれに基づく政令で特別の定めをする場合を除 所得金額の算定については、法又はこれに基づく政令で特別の定めをする場合を除

くほか、それぞれ所得税法その他の所得税に関する法令の規定による所得税法第２ くほか、それぞれ所得税法その他の所得税に関する法令の規定による所得税法第２

２条第２項又は第３項の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額の計算の例に ２条第２項又は第３項の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額の計算の例に

よるものとされているものであること。したがって、収入金額の計算、必要経費の よるものとされているものであること。したがって、収入金額の計算、必要経費の

計算、損益の通算等については、原則として所得税の例によるものであること。た 計算、損益の通算等については、原則として所得税の例によるものであること。た

だし、同法第６０条の２から第６０条の４までの規定の例によらないものとする。 だし、同法第６０条の２から第６０条の４までの規定の例によらないものとする。

なお、この場合においては次の諸点に留意すること。 なお、この場合においては次の諸点に留意すること。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

(５) 所得税の例により所得割の課税標準である総所得金額を算定する場合におい

て、所得税法第３５条第４項に規定する公的年金等控除額の算定の基礎となる同

項第１号の公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額については、

個人の市町村民税における他の所得控除等と同様に、退職手当等（法第３２８条
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に規定する退職手当等に限る。）を含まない合計所得金額を用いること。（法３

１３②、令４８の５の２、令４８の５の３②）

(６) 前年中に所得税法第２条第１項第５号に規定する非居住者であった期間を有 (５) 前年中に所得税法第２条第１項第５号に規定する非居住者であった期間を有

する者の所得割の課税標準である総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額は する者の所得割の課税標準である総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額は

、同法第７条第１項第１号及び第２号に規定する所得並びに同法第１６４条に規 、同法第７条第１項第１号及び第２号に規定する所得並びに同法第１６４条に規

定する国内源泉所得について、法又は法に基づく政令で特別の定めをする場合を 定する国内源泉所得について、法又は法に基づく政令で特別の定めをする場合を

除くほか所得税法その他の所得税に関する法令の規定による同法第１６５条及び 除くほか所得税法その他の所得税に関する法令の規定による同法第１６５条及び

同法施行令第２５８条の所得税の課税標準の計算の例によって算定するものであ 同法施行令第２５８条の所得税の課税標準の計算の例によって算定するものであ

ること。 ること。

なお、所得税法第１６９条第３号から第５号までの規定により所得税の分離課 なお、所得税法第１６９条第３号から第５号までの規定により所得税の分離課

税を受けた所得については、所得税法の取扱いと異なり、他の所得に合算される 税を受けた所得については、所得税法の取扱いと異なり、他の所得に合算される

ものであることに留意すること。（法３１３②、令４８の５の３） ものであることに留意すること。（法３１３②、令４８の５の２）

１６の３ 法第３１３条第１３項又は第１５項の規定の適用に当たっては、これらの １６の３ 法第３１３条第１３項又は第１５項の規定の適用に当たっては、法第３１

規定に規定する確定申告書が提出された場合に限り、課税方式の選択が可能となる ７条の２第１項の規定による申告書及び法第３１７条の３第１項に規定する確定申

ものであること。 告書（その提出が法第３１７条の２第１項の規定による申告書の提出とみなされる

ものに限る。）のいずれもが提出された場合には、必ずしも確定申告書を優先して

課税方式を決定するのではなく、これらの申告書に記載された事項その他の事情を

（法３１３⑬・⑮） 勘案して決定するものであること。（法３１３⑬・⑮）

１７ 所得割の納税義務者の平成１７年度以後の各年度分の市町村民税に係る譲渡所 １７ 所得割の納税義務者の平成１７年度以後の各年度分の市町村民税に係る譲渡所

得の金額の計算上生じた居住用財産の譲渡損失の金額については、一定の要件の下 得の金額の計算上生じた居住用財産の譲渡損失の金額については、一定の要件の下

で、法附則第３４条第４項後段及び第６項第２号の規定は適用しないこととされて で、法附則第３４条第４項後段及び第６項第２号の規定は適用しないこととされて

いるため、当該損失の金額と他の所得との通算及び当該損失の金額の翌年度以降へ いるため、当該損失の金額と他の所得との通算及び当該損失の金額の翌年度以降へ

の繰越しを行うことができるものであること。（法附則４⑧） の繰越しを行うことができるものであること。（法附則４⑧）

(１) 居住用財産の譲渡損失の金額とは、当該個人が平成１１年１月１日から令和 (１) 居住用財産の譲渡損失の金額とは、当該個人が平成１１年１月１日から令和

５年１２月３１日までの間に所有期間５年超の一定の居住用資産（以下この項に ３年１２月３１日までの間に所有期間５年超の一定の居住用資産（以下この項に

おいて「譲渡資産」という。）の譲渡（親族等に対するものを除く。）をした場 おいて「譲渡資産」という。）の譲渡（親族等に対するものを除く。）をした場
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合において、一定の期間内に買換資産（買換え等により取得した一定の居住用財 合において、一定の期間内に買換資産（買換え等により取得した一定の居住用財

産をいう。）の取得をして、翌年１２月３１日までの間に当該個人の居住の用に 産をいう。）の取得をして、翌年１２月３１日までの間に当該個人の居住の用に

供したときにおける当該譲渡資産の譲渡による譲渡所得の金額の計算上生じた損 供したときにおける当該譲渡資産の譲渡による譲渡所得の金額の計算上生じた損

失の金額のうち、当該譲渡をした日の属する年の末日の属する年の翌年度分の市 失の金額のうち、当該譲渡をした日の属する年の末日の属する年の翌年度分の市

町村民税に係る長期譲渡所得の金額及び短期譲渡所得の金額の計算上控除しても 町村民税に係る長期譲渡所得の金額及び短期譲渡所得の金額の計算上控除しても

なお控除することができない額をいうものであること。（法附則４①Ⅰ） なお控除することができない額をいうものであること。（法附則４①Ⅰ）

(２)及び(３) 略 (２)及び(３) 略

１７の２ 所得割の納税義務者の平成１７年度以後の各年度分の市町村民税に係る譲 １７の２ 所得割の納税義務者の平成１７年度以後の各年度分の市町村民税に係る譲

渡所得の金額の計算上生じた特定居住用財産の譲渡損失の金額については、一定の 渡所得の金額の計算上生じた特定居住用財産の譲渡損失の金額については、一定の

要件の下で、法附則第３４条第４項後段及び第６項第２号の規定は適用しないこと 要件の下で、法附則第３４条第４項後段及び第６項第２号の規定は適用しないこと

とされているため、当該損失の金額と他の所得との通算及び当該損失の金額の翌年 とされているため、当該損失の金額と他の所得との通算及び当該損失の金額の翌年

度以降への繰越しを行うことができるものであること。（法附則４の２⑧） 度以降への繰越しを行うことができるものであること。（法附則４の２⑧）

(１) 特定居住用財産の譲渡損失の金額とは、当該個人が平成１６年１月１日から (１) 特定居住用財産の譲渡損失の金額とは、当該個人が平成１６年１月１日から

令和５年１２月３１日までの間に所有期間５年超の一定の居住用資産（以下この 令和３年１２月３１日までの間に所有期間５年超の一定の居住用資産（以下この

項において「譲渡資産」という。）の譲渡（親族等に対するものを除く。）をし 項において「譲渡資産」という。）の譲渡（親族等に対するものを除く。）をし

た場合（一定の日において当該譲渡資産に係る住宅借入金等の残高を有する場合 た場合（一定の日において当該譲渡資産に係る住宅借入金等の残高を有する場合

に限る。）における当該譲渡資産の譲渡による譲渡所得の金額の計算上生じた損 に限る。）における当該譲渡資産の譲渡による譲渡所得の金額の計算上生じた損

失の金額のうち、当該譲渡をした日の属する年の末日の属する年の翌年度分の市 失の金額のうち、当該譲渡をした日の属する年の末日の属する年の翌年度分の市

町村民税に係る長期譲渡所得の金額及び短期譲渡所得の金額の計算上控除しても 町村民税に係る長期譲渡所得の金額及び短期譲渡所得の金額の計算上控除しても

なお控除することができない額をいうものであるが、特定居住用財産の譲渡損失 なお控除することができない額をいうものであるが、特定居住用財産の譲渡損失

の金額の計算に当たっては、当該譲渡に係る契約を締結した日の前日における当 の金額の計算に当たっては、当該譲渡に係る契約を締結した日の前日における当

該譲渡資産に係る住宅借入金等の金額の合計額から当該譲渡資産の譲渡の対価の 該譲渡資産に係る住宅借入金等の金額の合計額から当該譲渡資産の譲渡の対価の

額を控除した残額を限度とされているものであること。（法附則４の２①Ⅰ） 額を控除した残額を限度とされているものであること。（法附則４の２①Ⅰ）

(２)及び(３) 略 (２)及び(３) 略

１９の２ 地方税法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第７号）により、損害 １９の２ 地方税法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第７号）により、損害

保険料控除が改組され、地震保険料控除が創設されたことに伴い、所得割の納税義 保険料控除が改組され、地震保険料控除が創設されたことに伴い、所得割の納税義
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務者が、平成１９年以後の各年において、平成１８年１２月３１日までに締結した 務者が、平成１９年以後の各年において、平成１８年１２月３１日までに締結した

長期損害保険契約等に係る損害保険料を支払った場合については、次のとおり経過 長期損害保険契約等に係る損害保険料を支払った場合については、次のとおり経過

措置が講じられていることに留意すること。 措置が講じられていることに留意すること。

(１) 略 (１) 略

(２) 前年中に支払った地震保険料等に係る契約のすべてが長期損害保険契約等に (２) 前年中に支払った地震保険料等に係る契約のすべてが長期損害保険契約等に

該当するものである場合には、地方税法等の一部を改正する法律（平成１８年法 該当するものである場合には、旧法

律第７号）附則第１１条第５項の規定による改正前の法第３１４条の２第１項第 第３１４条の２第１項第

５号の３の規定により控除を行うものであること（最高１万円） ５号の３の規定により控除を行うものであること（最高１万円）

（３）及び（４） 略 （３）及び（４） 略

２４ 市町村は、所得割の納税義務者が、前年中に次に掲げる寄附金（(３)から(７) ２４ 市町村は、所得割の納税義務者が、前年中に次に掲げる寄附金（(３)から(７)

までに掲げるものに関しては、それぞれ当該市町村の条例に定めるものに限る。） までに掲げるものに関しては、それぞれ当該市町村の条例に定めるものに限る。）

を支出し、当該寄附金の額の合計額（当該合計額が前年の総所得金額、退職所得金 を支出し、当該寄附金の額の合計額（当該合計額が前年の総所得金額、退職所得金

額及び山林所得金額の合計額の１００分の３０に相当する金額を超える場合には、 額及び山林所得金額の合計額の１００分の３０に相当する金額を超える場合には、

当該１００分の３０に相当する金額）が２千円を超える場合には、その超える金額 当該１００分の３０に相当する金額）が２千円を超える場合には、その超える金額

の１００分の６（当該納税義務者が地方自治法第２５２条の１９第１項の市（以下 の１００分の６（当該納税義務者が地方自治法第２５２条の１９第１項の市（以下

この章において「指定都市」という。）の区域内に住所を有する場合には、１００ この章において「指定都市」という。）の区域内に住所を有する場合には、１００

分の８）に相当する金額（当該納税義務者が前年中に法第３１４条の７第２項に規 分の８）に相当する金額（当該納税義務者が前年中に法第３１４条の７第２項に規

定する特例控除対象寄附金（以下「特例控除対象寄附金」という。）を支出し、当 定する特例控除対象寄附金（以下「特例控除対象寄附金」という。）を支出し、当

該特例控除対象寄附金の額の合計額が２千円を超える場合には、当該１００分の６ 該特例控除対象寄附金の額の合計額が２千円を超える場合には、当該１００分の６

（当該納税義務者が指定都市の区域内に住所を有する場合には、１００分の８）に （当該納税義務者が指定都市の区域内に住所を有する場合には、１００分の８）に

相当する金額に同条第１１項に規定する特例控除額を加算した金額）を当該納税義 相当する金額に同条第１１項に規定する特例控除額を加算した金額）を当該納税義

務者の法第３１４条の３及び第３１４条の６の規定を適用した場合の所得割の額か 務者の法第３１４条の３及び第３１４条の６の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除するものであること。この場合において、当該控除額が当該所得割の額を超 ら控除するものであること。この場合において、当該控除額が当該所得割の額を超

えるときは、当該控除額は、当該所得割の額に相当する金額とすること。（法３１ えるときは、当該控除額は、当該所得割の額に相当する金額とすること。（法３１

４の７①） ４の７①）

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略



- 11 -

(４) 略 (４) 略

ア～ウ 略 ア～ウ 略

エ 所得税法施行令第２１７条第３号に規定する公益社団法人及び公益財団法人 エ 所得税法施行令第２１７条第３号に規定する公益社団法人及び公益財団法人

（所得税法施行令の一部を改正する政令（平成２０年政令第１５５号）附則第

１３条第２項の規定によりなおその効力を有するものとされる改正前の所得税

法施行令第２１７条第１項第２号及び第３号に規定する民法法人を含む。）

オ～キ 略 オ～キ 略

(５)～(７) 略 (５)～(７) 略

２４の７ ふるさと納税に関する事務の遂行に当たっては、次の諸点に留意すること ２４の７ ふるさと納税に関する事務の遂行に当たっては、次の諸点に留意すること

。 。

(１) ふるさと納税に関する寄附金の募集については、法第３７条の２第２項及び (１) ふるさと納税に関する寄附金の募集については、法第３７条の２第２項及び

第３１４条の７第２項に規定する基準に適合するよう行われるべきものであり、 第３１４条の７第２項に規定する基準に適合するよう行われるべきものであり、

その詳細な取扱いについては、別途「ふるさと納税に係る指定制度の運用につい その詳細な取扱いについては、別途「ふるさと納税に係る指定制度の運用につい

て」（令和３年６月１８日付総税市第４０号）及び「ふるさと納税に係る指定制 て」（平成３１年４月１日付総税市第１７号）

度の運用についてのＱ＆Ａについて」（令和３年６月１８日付総税市第４１号）

を参照されたいこと。 を参照されたいこと。

このほか、ふるさと納税に関する事務の遂行に当たっての留意事項については このほか、ふるさと納税に関する事務の遂行に当たっての留意事項については

、別途「ふるさと納税に係る返礼品の送付等について」（平成２９年４月１日付 、別途「ふるさと納税に係る返礼品の送付等について」（平成２９年４月１日付

総税市第２８号）及び「ふるさと納税に係る返礼品の送付等について」（平成３ 総税市第２８号）及び「ふるさと納税に係る返礼品の送付等について」（平成３

０年４月１日付総税市第３７号）に示されている事項についても参照し、その趣 ０年４月１日付総税市第３７号）に示されている事項についても参照し、その趣

旨を踏まえた適切な対応を行うべきものであること。 旨を踏まえた適切な対応を行うべきものであること。

２５の２ 法第３１４条の９の規定の適用に当たっては、次の諸点に留意すること。 ２５の２ 法第３１４条の９の規定の適用に当たっては、次の諸点に留意すること。

(１) 市町村は、所得割の納税義務者が、法第３１３条第１３項に規定する確定申 (１) 市町村は、所得割の納税義務者が、法第３１３条第１３項に規定する特定配

告書 に記載した特定配当等に係る所得の金額の計算の基礎となった特定配 当等申告書に記載した特定配当等に係る所得の金額の計算の基礎となった特定配

当等の額について道府県民税配当割額（以下この項において「配当割額」という 当等の額について道府県民税配当割額（以下この項において「配当割額」という

。）を課された場合又は同条第１５項に規定する確定申告書 。）を課された場合又は同条第１５項に規定する特定株式等譲渡所得金額申告書
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に記載した特定株式等譲渡所得金額に係る所得の計算の基礎となった特定株式等 に記載した特定株式等譲渡所得金額に係る所得の計算の基礎となった特定株式等

譲渡所得金額について道府県民税株式等譲渡所得割額（以下この項において「株 譲渡所得金額について道府県民税株式等譲渡所得割額（以下この項において「株

式等譲渡所得割額」という。）を課された場合には、当該配当割額又は当該株式 式等譲渡所得割額」という。）を課された場合には、当該配当割額又は当該株式

等譲渡所得割額に５分の３を乗じて得た金額を、その者に係る所得割の額から控 等譲渡所得割額に５分の３を乗じて得た金額を、その者に係る所得割の額から控

除するものであること。（法３１４の９①） 除するものであること。（法３１４の９①）

(２)～(７) 略 (２)～(７) 略

２８の２ 法附則第５条の４の２の規定に基づく住宅借入金等特別税額控除の適用に ２８の２ 法附則第５条の４の２の規定に基づく住宅借入金等特別税額控除の適用に

当たっては、次の諸点に留意すること。（法附則５の４の２⑤～⑧） 当たっては、次の諸点に留意すること。（法附則５の４の２⑤～⑧）

(１) この控除は、居住年が平成１８年以前又は平成２１年から令和７年までの各 (１) この控除は、居住年が平成１８年以前又は平成２１年から令和３年までの各

年である所得割の納税義務者を対象とするものであり、居住年が平成１９年又は 年である所得割の納税義務者を対象とするものであり、居住年が平成１９年又は

平成２０年である所得割の納税義務者は対象とならないものであること。また、 平成２０年である所得割の納税義務者は対象とならないものであること。また、

２以上の居住年に係る住宅借入金等を有する所得割の納税義務者については、そ ２以上の居住年に係る住宅借入金等を有する所得割の納税義務者については、そ

の居住年が平成１８年以前又は平成２１年から令和７年までの各年である住宅借 の居住年が平成１８年以前又は平成２１年から令和３年までの各年である住宅借

入金等のみを対象とし、居住年が平成１９年又は平成２０年である住宅借入金等 入金等のみを対象とし、居住年が平成１９年又は平成２０年である住宅借入金等

はないものとして、控除すべき額を計算するものであること。 はないものとして、控除すべき額を計算するものであること。

(２)～(５) 略 (２)～(５) 略

２９ 市町村内に住所を有することにより市町村民税の納税義務を負う者は、毎年３ ２９ 市町村内に住所を有することにより市町村民税の納税義務を負う者は、毎年３

月１５日までに、法第３１７条の２第１項の申告書を提出しなければならないもの 月１５日までに、法第３１７条の２第１項の申告書を提出しなければならないもの

であること。ただし、本人の申告をまたず課税資料を他から得られる者及び課税資 であること。ただし、本人の申告をまたず課税資料を他から得られる者及び課税資

料の提出の必要のない者として次に掲げる者は、申告義務が免除されているもので 料の提出の必要のない者として次に掲げる者は、申告義務が免除されているもので

あること。（法３１７の２①、令４８の９の７） あること。（法３１７の２①、令４８の９の７）

(１) 給与支払報告書又は公的年金等支払報告書の提出義務者から１月１日現在に (１) 給与支払報告書又は公的年金等支払報告書の提出義務者から１月１日現在に

おいて給与又は公的年金等の支払いを受けている者で前年中に給与所得以外の所 おいて給与又は公的年金等の支払いを受けている者で前年中に給与所得以外の所

得又は公的年金等に係る所得以外の所得がなかったもの（公的年金等に係る所得 得又は公的年金等に係る所得以外の所得がなかったもの（公的年金等に係る所得

以外の所得がなかった者で社会保険料控除額（一定のものを除く。）、小規模企 以外の所得がなかった者で社会保険料控除額（一定のものを除く。）、小規模企

業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、 業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、
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配偶者特別控除額（所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が９００万円以下 配偶者特別控除額（所得税法第２条第１項第３３号の４に規定する源泉控除対象

であるものに限る。）の法第３１４条の２第１項第１０号の２に規定する自己と 配偶者

生計を一にする配偶者（前年の合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。

）で控除対象配偶者に該当しないものに係るものを除く。）若しくは同居老親等 に係るものを除く。）若しくは同居老親等

扶養控除額の控除又はこれらとあわせて雑損控除額、医療費控除額の控除若しく 扶養控除額の控除又はこれらとあわせて雑損控除額、医療費控除額の控除若しく

は純損失若しくは雑損失の繰越控除を受けようとするものを除く。） は純損失若しくは雑損失の繰越控除を受けようとするものを除く。）

(２) 略 (２) 略

３１の２ 給与所得者の扶養親族等申告書については、次の諸点に留意すること。（ ３１の２ 給与所得者の扶養親族申告書 については、次の諸点に留意すること。（

法３１７の３の２） 法３１７の３の２）

(１) 給与所得者の扶養親族等申告書は、この申告書により把握した次に掲げる事 (１) 給与所得者の扶養親族申告書 は、この申告書により把握した１６歳未満の

項 を、給与支払報告書の所定の欄に転記することに用いるものである 扶養親族の数を、給与支払報告書の所定の欄に転記することに用いるものである

こと。 こと。

ア １６歳未満の扶養親族の数

イ 退職手当等（法第３２８条に規定する退職手当等に限る。ウにおいて同じ。

）に係る所得を有する自己と生計を一にする配偶者（法第３１７条の３の２第

１項第２号に規定する自己と生計を一にする配偶者をいう。以下同じ。）の氏

名、住所、個人番号、その合計所得金額の見積額その他参考となるべき事項

ウ 退職手当等に係る所得を有する扶養親族の氏名、住所、個人番号、その合計

所得金額の見積額その他参考となるべき事項

(２) 給与所得者の扶養親族等申告書は、所得税の給与所得者の扶養控除等申告書 (２) 給与所得者の扶養親族申告書 は、所得税の給与所得者の扶養控除等申告書

（所得税法第１９４条第１項の規定による申告書をいう。以下同じ。）と合わせ （所得税法第１９４条第１項の規定による申告書をいう。以下同じ。）と合わせ

て１枚用紙によるものとすること。当該用紙の作成等については別途「個人住民 て１枚用紙によるものとすること。当該用紙の作成等については別途「個人住民

税の給与所得者の扶養親族申告書等の作成等に関する取扱いについて」（平成２ 税の給与所得者の扶養親族申告書等の作成等に関する取扱いについて」（平成２

２年８月２３日付総税市第６１号）により取り扱うこと。 ２年８月２３日付総税市第６１号）により取り扱うこと。

(３) 規則第２条の３の３第１０項から第１２項までの規定による書類 (３) 規則第２条の３の３第１０項 の規定による国外扶養親族証

の提出は、給与所得者が給与支払者を経由せずに市町村長に提出するもの 明書類の提出は、給与所得者が給与支払者を経由せずに市町村長に提出するもの
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であること。ただし、所得税においては、給与所得者が給与支払者に、扶養控除 であること。ただし、所得税においては、給与所得者が給与支払者に、扶養控除

等の申告に当たって給与所得者の扶養控除等申告書を提出する場合、国外に居住 等の申告に当たって給与所得者の扶養控除等申告書を提出する場合、１６歳以上

する源泉控除対象配偶者又は扶養親族が申告者の親族に該当すること及び申告者 の国外に居住する 扶養親族が申告者の親族に該当すること及び申告者

と生計を一にしていることを証する書類の提出又は提示が義務付けられているこ と生計を一にしていることを証する書類の提出又は提示が義務付けられているこ

とから、できる限り納税義務者の負担を避ける観点から、規則第２条の３の３第 とから、できる限り納税義務者の負担を避ける観点から、１６歳未満の国外に居

１０項から第１２項までの規定により提出すべき書類の提出が必要と見込まれる 住する扶養親族に係る国外扶養親族証明書類 の提出が必要と見込まれる

給与所得者が、給与支払者に個人住民税に係る扶養親族等申告書を提出する際に 給与所得者が、給与支払者に個人住民税に係る扶養親族申告書 を提出する際に

、所得税における書類の提出等と一連の手続として給与支払者に提出する形で、 、所得税における書類の提出等と一連の手続として給与支払者に提出する形で、

給与支払者を経由して当該書類を提出することも妨げないこととしていること。 給与支払者を経由して当該書類を提出することも妨げないこととしていること。

(４) 給与所得者は、規則第２条の３の３第１０項から第１２項までの規定により (４) 給与所得者は、国外扶養親族証明書類

提出すべき書類を給与支払者を経由せずに市町村長に提出する場合においても、 を給与支払者を経由せずに市町村長に提出する場合においても、

給与所得者の扶養親族等申告書に記載すべき全ての生計を一にする配偶者又は扶 給与所得者の扶養親族申告書 に記載すべき全ての 扶

養親族について、当該申告書に記載すること。 養親族について、当該申告書に記載すること。

(５) 給与支払者が給与支払報告書の所定の欄に転記する（１）アに掲げる事項 (５) 給与支払者が給与支払報告書の所定の欄に転記する１６歳未満の扶養親族の

については、国外扶養親族証明書類が給与支払者に対して提出されていない控 数については、国外扶養親族証明書類が給与支払者に対して提出されていない控

除対象外国外扶養親族も含めて転記すること。また、給与支払者が給与支払報告 除対象外国外扶養親族も含めて転記すること。

書の所定の欄に転記する（１）イ及びウに掲げる事項については、規則第２条の

３の３第１１項及び第１２項の規定により提出すべき書類が給与支払者に対して

提出されていない退職手当等に係る所得を有する生計を一にする配偶者又は扶養

親族についても転記すること。

(６) 給与所得者の扶養親族等申告書に記載すべき自己と生計を一にする配偶者又 (６) 給与所得者の扶養親族申告書 に記載すべき

は扶養親族に該当するかどうかは、当該申告書を提出する日の現況により判定す 扶養親族に該当するかどうかは、当該申告書を提出する日の現況により判定す

ること。この場合において、次に掲げる事項については、それぞれ次によること ること。この場合において、次に掲げる事項については、それぞれ次によること

。 。

ア及びイ 略 ア及びイ 略

(７) 給与支払者に提出された給与所得者の扶養親族等申告書及び規則第２条の３ (７) 給与支払者に提出された給与所得者の扶養親族申告書 及び国外扶養親族証
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の３第１０項から第１２項までの規定により提出すべき書類は、その給与支払者 明書類 は、その給与支払者

が保存するものとし、必要がある場合には市町村長に提出させるものであること が保存するものとし、必要がある場合には市町村長に提出させるものであること

。 。

(８) 給与所得者の扶養親族等申告書の提出後、その記載内容に異動があったとき (８) 給与所得者の扶養親族申告書 の提出後、その記載内容に異動があったとき

は、その給与所得者の扶養親族等申告書について異動があった項目を異動後の内 は、その給与所得者の扶養親族申告書 について異動があった項目を異動後の内

容に補正するか、別に異動申告書を提出するものであること。 容に補正するか、別に異動申告書を提出するものであること。

(９) 給与所得者の扶養親族等申告書を提出した者が年の中途においてその提出を (９) 給与所得者の扶養親族申告書 を提出した者が年の中途においてその提出を

経由した給与支払者のもとを退職した場合には、当該申告書はその退職により効 経由した給与支払者のもとを退職した場合には、当該申告書はその退職により効

力を失うものであること。 力を失うものであること。

(10) その他給与所得者の扶養親族等申告書の取扱いについては、所得税の給与所 (10) その他給与所得者の扶養親族申告書 の取扱いについては、所得税の給与所

得者の扶養控除等申告書の取扱いに準ずるものとすること。 得者の扶養控除等申告書の取扱いに準ずるものとすること。

３１の３ 公的年金等受給者の扶養親族等申告書については、次の諸点に留意するこ ３１の３ 公的年金等受給者の扶養親族申告書 については、次の諸点に留意するこ

と。（法３１７の３の３） と。（法３１７の３の３）

(１) 公的年金等受給者の扶養親族等申告書は、この申告書により把握した次に掲 (１) 公的年金等受給者の扶養親族申告書 は、この申告書により把握した１６歳

げる事項 を、公的年金等支払報告書の所定の欄に転記することに用い 未満の扶養親族の数を、公的年金等支払報告書の所定の欄に転記することに用い

るものであること。 るものであること。

ア １６歳未満の扶養親族の数

イ 特定配偶者（法第３１７条の３の３第１項に規定する特定配偶者をいう。以

下同じ。）の氏名、住所、個人番号、その合計所得金額の見積額その他参考と

なるべき事項

ウ 退職手当等（法第３２８条に規定する退職手当等に限る。）に係る所得を有

する扶養親族の氏名、住所、個人番号、その合計所得金額の見積額その他参考

となるべき事項

(２) 公的年金等受給者の扶養親族等申告書は、所得税の公的年金等の受給者の扶 (２) 公的年金等受給者の扶養親族申告書 は、所得税の公的年金等の受給者の扶

養親族等申告書（所得税法第２０３条の６第１項の規定による申告書をいう。以 養親族等申告書（所得税法第２０３条の６第１項の規定による申告書をいう。以

下同じ。）と合わせて１枚用紙によるものとすること。当該用紙の作成等につい 下同じ。）と合わせて１枚用紙によるものとすること。当該用紙の作成等につい



- 16 -

ては別途「個人住民税の給与所得者の扶養親族申告書等の作成等に関する取扱い ては別途「個人住民税の給与所得者の扶養親族申告書等の作成等に関する取扱い

について」（平成２２年８月２３日付総税市第６１号）により取り扱うこと。 について」（平成２２年８月２３日付総税市第６１号）により取り扱うこと。

(３) 規則第２条の３の６第９項から第１１項までの規定による書類 (３) 規則第２条の３の６第９項 の規定による国外扶養親族証明

の提出は、公的年金等受給者が公的年金等支払者を経由せずに市町村長に提 書類の提出は、公的年金等受給者が公的年金等支払者を経由せずに市町村長に提

出するものであること。ただし、所得税においては、公的年金等受給者が公的年 出するものであること。ただし、所得税においては、公的年金等受給者が公的年

金等支払者に、扶養控除等の申告に当たって公的年金等の受給者の扶養親族等申 金等支払者に、扶養控除等の申告に当たって公的年金等受給者の扶養親族申告書

告書を提出する場合、国外に居住する源泉控除対象配偶者又は扶養親族が申告者 を提出する場合、１６歳以上の国外に居住する 扶養親族が申告者

の親族に該当することを証する書類の提出又は提示が義務付けられていることか の親族に該当することを証する書類の提出又は提示が義務付けられていることか

ら、できる限り納税義務者の負担を避ける観点から、規則第２条の３の６第９項 ら、できる限り納税義務者の負担を避ける観点から、１６歳未満の国外に居住す

から第１１項までの規定により提出すべき書類の提出が必要と見込まれる公的年 る扶養親族に係る国外扶養親族証明書類 の提出が必要と見込まれる公的年

金等受給者が、公的年金等支払者に個人住民税に係る扶養親族等申告書を提出す 金等受給者が、公的年金等支払者に個人住民税に係る扶養親族申告書 を提出す

る際に、所得税における書類の提出等と一連の手続として公的年金等支払者に提 る際に、所得税における書類の提出等と一連の手続として公的年金等支払者に提

出する形で、公的年金等支払者を経由して当該書類（特定配偶者又は扶養親族が 出する形で、公的年金等支払者を経由して当該書類

申告者の親族に該当することを証する書類に限る。）を提出することも妨げない を提出することも妨げない

こととしていること。 こととしていること。

(４) 公的年金等受給者は、規則第２条の３の６第９項から第１１項までの規定に (４) 公的年金等受給者は、国外扶養親族証明書類

より提出すべき書類を公的年金等支払者を経由せずに市町村長に提出する場合に を公的年金等支払者を経由せずに市町村長に提出する場合に

おいても、公的年金等受給者の扶養親族等申告書に記載すべき全ての特定配偶者 おいても、公的年金等受給者の扶養親族申告書 に記載すべき全ての

又は扶養親族について、当該申告書に記載すること。 扶養親族について、当該申告書に記載すること。

(５) 公的年金等支払者が公的年金等支払報告書の所定の欄に転記する(１)アに掲 (５) 公的年金等支払者が公的年金等支払報告書の所定の欄に転記する１６歳未満

げる事項 については、国外扶養親族証明書類が公的年金等支払者に対して の扶養親族の数については、国外扶養親族証明書類が公的年金等支払者に対して

提出されていない控除対象外国外扶養親族も含めて転記すること。また、公的年 提出されていない控除対象外国外扶養親族も含めて転記すること。

金等支払者が公的年金等支払報告書の所定の欄に転記する(１)イ及びウに掲げる

事項については、規則第２条の３の６第１０項及び第１１項の規定により提出す

べき書類が公的年金等支払者に対して提出されていない特定配偶者又は退職手当

等に係る所得を有する扶養親族についても転記すること。
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(６) 公的年金等受給者の扶養親族等申告書に記載すべき特定配偶者又は扶養親族 (６) 公的年金等受給者の扶養親族申告書 に記載すべき扶養親族

に該当するかどうかは、当該申告書を提出する日の現況により判定すること。こ に該当するかどうかは、当該申告書を提出する日の現況により判定すること。こ

の場合において、次に掲げる事項については、それぞれ次によること。 の場合において、次に掲げる事項については、それぞれ次によること。

ア及びイ 略 ア及びイ 略

(７) 公的年金等支払者に提出された公的年金等受給者の扶養親族等申告書及び規 (７) 公的年金等支払者に提出された公的年金等受給者の扶養親族申告書 及び国

則第２条の３の６第９項から第１１項までの規定により提出すべき書類 は、 外扶養親族証明書類（規則第２条の２第６項第２号に掲げるものを除く。）は、

その公的年金等支払者が保存するものとし、必要がある場合には市町村長に提出 その公的年金等支払者が保存するものとし、必要がある場合には市町村長に提出

させるものであること。 させるものであること。

(８) その他公的年金等受給者の扶養親族等申告書の取扱いについては、所得税の (８) その他公的年金等受給者の扶養親族申告書 の取扱いについては、所得税の

公的年金等の受給者の扶養親族等申告書の取扱いに準ずるものとすること。 公的年金等の受給者の扶養親族等申告書の取扱いに準ずるものとすること。

第４節 賦課徴収 第４節 賦課徴収

第８ 法人の市町村民税の申告納付 第８ 法人の市町村民税の申告納付

４４ 法人の市町村民税については、市町村内に事務所又は事業所を有する法人で法 ４４ 法人の市町村民税については、市町村内に事務所又は事業所を有する法人で法

人税を納付する義務があるものは、法人税割及び均等割の合算額を申告納付し法人 人税を納付する義務があるものは、法人税割及び均等割の合算額を申告納付し法人

税法第２条第５号の公共法人及び同条第６号の公益法人等で法人税を課されないも 税法第２条第５号の公共法人及び同条第６号の公益法人等で法人税を課されないも

のは、毎年４月３０日までに前年４月から３月までの間に事務所、事業所又は寮等 のは、毎年４月３０日までに前年４月から３月までの間に事務所、事業所又は寮等

の所在したことに基づいて算定した均等割額を納付しなければならないものである の所在したことに基づいて算定した均等割額を納付しなければならないものである

こと。（法３２１の８①・②・㉛・㉞・㉟ ） こと。（法３２１の８①・②・④・⑲・㉒・㉓）

４５ 法人税割の課税標準である法人税額とは、内国法人にあっては次に掲げる事項 ４５ 法人税割の課税標準である法人税額とは、内国法人にあっては次に掲げる事項

の適用前の法人税額 の適用前の法人税額（法人税法第８１条の１９第１項（同法第８１条の２０第１項

の規定が適用される場合を含む。）及び第８１条の２２第１項の規定による申告書

を、外国法人にあっては恒久的施設帰属所得及び恒久的 に係る法人税額を除く。）を、外国法人にあっては恒久的施設帰属所得及び恒久的

施設非帰属所得の区分ごとの次に掲げる事項（(７)、(17)及び(18)を除く。）の適 施設非帰属所得の区分ごとの次に掲げる事項（(15) 及び(16)を除く。）の適

用前の法人税額をいうものであり、したがって法人が現実に納付すべき法人税額と 用前の法人税額をいうものであり、したがって法人が現実に納付すべき法人税額と

異なる場合のあることに留意すること。（法２９２①Ⅳ） 異なる場合のあることに留意すること。（法２９２①Ⅳ）

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略
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(５) 一般試験研究費 に係る法人税額の特別控除 (５) 試験研究費の総額に係る法人税額の特別控除及び特別試験研究費に係る法人

（中小企業者等（租税特別措置法第４２条の４第４項に規定する 税額の特別控除（中小企業者等（租税特別措置法第４２条の４第４項に規定する

中小企業者等をいう。以下(５)において同じ。 ）の試験研究費に係 中小企業者等をいう。以下４５及び４５の２において同じ。）の試験研究費に係

るもの（中小企業者等の当該事業年度又は当該中小企業者等に係る同条第８項第 るもの

３号イの他の通算法人の同項第２号に規定する他の事業年度において同項第５号

に規定する当初申告税額控除可能分配額（同項第３号の中小企業者等税額控除限

度額に係るものに限る。）がある場合における同項第６号ロ又は第７号の規定に

よる加算を含む。）を除く。）（措置法４２の４、法附則８①・③） を除く。）（措置法４２の４、法附則８①・②）

(６) 特別試験研究費に係る法人税額の特別控除（中小企業者等（租税特別措置法

第４２条の１２の５第２項に規定する中小企業者等をいう。以下(６)、(７)、(1

0)、(11)、(12)、(14)、(15)及び(16)において同じ。）の試験研究費に係るもの

（当該中小企業者等に係る同法第４２条の４第１８項において準用する同条第８

項第６号ロ又は第７号の規定による加算を含む。）を除く。）（措置法４２の４

、法附則８②・④）

(７) 一般試験研究費又は特別試験研究費に係る法人税額の特別控除について、過

去適用事業年度等（租税特別措置法第４２条の４第１３項（同条第１８項におい

て準用する場合を含む。以下(７)において同じ。）に規定する過去適用事業年度

等をいう。以下(７)において同じ。）における取戻税額等に超過があった場合の

同条第１３項の規定による控除（中小企業者等の過去適用事業年度等における取

戻税額等に超過があった場合の同項の規定による控除を除く。）（措置法４２の

４、法附則８②）

(８)～(10) 略 (６)～(８) 略

(11) 地方活力向上地域等において特定建物等を取得した場合の法人税額の特別控 (９) 地方活力向上地域等において特定建物等を取得した場合の法人税額の特別控

除（中小企業者等に係るものを除く。）（措置法４２の１１の３②・⑤・⑥、法 除（中小企業者等に係るものを除く。）（措置法４２の１１の３②・⑤・⑥、法

附則８⑥） 附則８⑦）

(12) 地方活力向上地域等において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控 (10) 地方活力向上地域等において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控
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除（中小企業者等に係るものを除く。）（措置法４２の１２、法附則８⑦） 除（中小企業者等に係るものを除く。）（措置法４２の１２、法附則８⑨）

(13) 略 (11) 略

(14) 給与等の支給額が増加した場合の法人税額の特別控除（中小企業者等に係る (12) 給与等の支給額が増加した場合の法人税額の特別控除（中小企業者等に係る

ものを除く。）（措置法４２の１２の５、法附則８⑧・⑨） ものを除く。）（措置法４２の１２の５、法附則８⑪・⑬）

(15) 認定特定高度情報通信技術活用設備を取得した場合の法人税額の特別控除（ (13) 認定特定高度情報通信技術活用設備を取得した場合の法人税額の特別控除（

中小企業者等に係るものを除く。）（措置法４２の１２の６②・⑤・⑥、法附則 中小企業者等に係るものを除く。）（措置法４２の１２の６②・⑤・⑥、法附則

８⑩） ８⑮）

(16) 事業適応設備を取得した場合等の法人税額の特別控除（中小企業者等に係る (14) 事業適応設備を取得した場合等の法人税額の特別控除（中小企業者等に係る

ものを除く。）（措置法４２の１２の７④～⑥・⑨・⑩、法附則８⑪・⑫） ものを除く。）（措置法４２の１２の７④～⑥・⑨・⑩、法附則８⑰・⑲）

(17) 法人税額からの外国関係会社に係る控除対象所得税額等相当額の控除（措置 (15) 法人税額からの外国関係会社に係る控除対象所得税額等相当額の控除（措置

法６６の７③～⑤・⑦～⑨） 法６６の７④～⑥・⑧～⑩）

(18) 法人税額からの外国関係法人に係る控除対象所得税額等相当額の控除（措置 (16) 法人税額からの外国関係法人に係る控除対象所得税額等相当額の控除（措置

法６６の９の３③・④・⑥～⑧） 法６６の９の３④・⑤・⑦～⑨）

４５の２ ４５(５)における中小企業者等とは租税特別措置法第４２条の４第４項に

規定する中小企業者等をいうものであるが、この場合の中小企業者等には、通算親

法人が租税特別措置法施行令第２７条の４第１項に規定する中小通算農業協同組合

等に該当する場合の当該通算子法人が含まれるものであることに留意すること。（

措置令２７の４②、令附則５の２の３）

４５の３ ４５(５)、(６)、(７)、(10)、(11)、(12)、(14)、(15)及び(16)における ４５の２ ４５(５)、(８)、(９)、(10)、(12)、(13) 及び(14)における

中小企業者等であるかどうかの判定の時期については次の点に留意すること。 中小企業者等であるかどうかの判定の時期については次の点に留意すること。

(１) 法人が４５(５)、(６)、(７)、(12)及び(14)における中小企業者等に該当す (１) 法人が４５(５)、(10) 及び(12)における中小企業者等に該当す

る法人であるかどうかは、当該事業年度終了の時の現況により判定するものとす る法人であるかどうかは、当該事業年度終了の時の現況により判定するものとす

る。 る。

(２) 法人が４５(10)における中小企業者等に該当する法人であるかどうかは、そ (２) 法人が４５(８)における中小企業者等に該当する法人であるかどうかは、そ

の取得等をした特定事業用機械等を事業の用に供した日の現況により判定するも の取得等をした特定事業用機械等を事業の用に供した日の現況により判定するも

のとする。 のとする。
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(３) 法人が４５(11)における中小企業者等に該当する法人であるかどうかは、そ (３) 法人が４５(９)における中小企業者等に該当する法人であるかどうかは、そ

の取得等をした特定建物等を事業の用に供した日の現況により判定するものとす の取得等をした特定建物等を事業の用に供した日の現況により判定するものとす

る。 る。

(４) 法人が４５(15)における中小企業者等に該当する法人であるかどうかは、そ (４) 法人が４５(13)における中小企業者等に該当する法人であるかどうかは、そ

の取得等をした認定特定高度情報通信技術活用設備を事業の用に供した日の現況 の取得等をした認定特定高度情報通信技術活用設備を事業の用に供した日の現況

により判定するものとする。 により判定するものとする。

(５) 法人が４５(16)における中小企業者等に該当する法人であるかどうかは、租 (５) 法人が４５(14)における中小企業者等に該当する法人であるかどうかは、租

税特別措置法第４２条の１２の７第４項の規定により控除された金額がある場合 税特別措置法第４２条の１２の７第４項の規定により控除された金額がある場合

にあってはその取得等をした情報技術事業適応設備を事業の用に供した日の現況 にあってはその取得等をした情報技術事業適応設備を事業の用に供した日の現況

により判定するものとし、同条第５項の規定により控除された金額がある場合に により判定するものとし、同条第５項の規定により控除された金額がある場合に

あっては当該事業年度終了の時の現況により判定するものとし、同条第６項の規 あっては当該事業年度終了の時の現況により判定するものとし、同条第６項の規

定により控除された金額がある場合にあってはその取得等をした生産工程効率化 定により控除された金額がある場合にあってはその取得等をした生産工程効率化

等設備等を事業の用に供した日の現況により判定するものとする。 等設備等を事業の用に供した日の現況により判定するものとする。

４５の３ 法人税割の課税標準である個別帰属法人税額とは、次に掲げる区分に応じ

、それぞれ次に定める額をいうものであること。（法２９２①ⅣのⅡ）

(１) 個別帰属特別控除取戻税額等がない場合であって調整前個別帰属法人税額が

零以上であるとき又は、個別帰属特別控除取戻税額等がある場合であって調整前

個別帰属法人税額が個別帰属特別控除取戻税額等以上であるとき 調整前個別帰

属法人税額

(２) 個別帰属特別控除取戻税額等がない場合であって調整前個別帰属法人税額が

零を下回るとき 零

(３) 個別帰属特別控除取戻税額等がある場合であって調整前個別帰属法人税額が

個別帰属特別控除取戻税額等を下回るとき 個別帰属特別控除取戻税額等

４５の４ 調整前個別帰属法人税額とは、連結法人の法人税法第８１条の１８第１項

の規定により計算される法人税の負担額として帰せられる金額がある場合には、当

該法人税の負担額として帰せられる金額に次に掲げる金額のうち当該連結法人に係



- 21 -

る金額に相当する金額の合計額を加算した額をいい、連結法人の法人税法第８１条

の１８第１項の規定により計算される法人税の減少額として帰せられる金額がある

場合には、次に掲げる金額のうち当該連結法人に係る金額に相当する金額の合計額

から当該法人税の減少額として帰せられる金額を差し引いた額をいうものであるこ

と。（法２９２①ⅣのⅢ）

(１) 法人税額からの利子及び配当等に係る所得税額の控除額（法人税法８１の１

８①Ⅱ）

(２) 法人税額からの外国税額の控除額（法人税法８１の１８①Ⅲ）

(３) 法人税額からの分配時調整外国税相当額の控除額（法人税法８１の１８①Ⅳ

）

(４) 連結欠損金の繰戻しによる還付額（法人税法８１の１８①Ⅴ）

(５) 試験研究費の総額に係る法人税額の特別控除及び特別試験研究費に係る法人

税額の特別控除（法附則第８条第３項に規定する中小連結親法人等（以下４５の

４及び４５の６において「中小連結親法人等」という。）の試験研究費に係るも

のを除く。）（措置法６８の９、法附則８③・④）

(６) 国家戦略特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除（措

置法６８の１４②・⑥・⑦）

(７) 国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除

（措置法６８の１４の２②・⑥・⑦）

(８) 地域経済牽引事業の促進区域内において特定事業用機械等を取得した場合の

法人税額の特別控除（中小連結親法人等に係るものを除く。）（措置法６８の１

４の３②・④・⑥・⑦、法附則８⑥）

(９) 地方活力向上地域等において特定建物等を取得した場合の法人税額の特別控

除（中小連結親法人等に係るものを除く。）（措置法６８の１５②・④・⑥・⑦

、法附則８⑧）

(10) 地方活力向上地域等において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控
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除（中小連結親法人等に係るものを除く。）（措置法６８の１５の２、法附則８

⑩）

(11) 認定地方公共団体の寄附活用事業に関連する寄附をした場合の法人税額の特

別控除（措置法６８の１５の３）

(12) 給与等の支給額が増加した場合の法人税額の特別控除（中小連結親法人等に

係るものを除く。）（措置法６８の１５の６、法附則８⑫・⑭）

(13) 認定特定高度情報通信技術活用設備を取得した場合の法人税額の特別控除（

中小連結親法人等に係るものを除く。）（措置法６８の１５の６の２、法附則８

⑯）

(14) 事業適応設備を取得した場合等の法人税額の特別控除（中小連結親法人等に

係るものを除く。）（措置法６８の１５の７、法附則８⑱・⑳）

(15) 法人税額からの外国関係会社に係る個別控除対象所得税額等相当額の控除（

措置法６８の９１④・⑤・⑦～⑨）

(16) 法人税額からの外国関係法人に係る個別控除対象所得税額等相当額の控除（

措置法６８の９３の３④・⑤・⑦～⑨）

４５の５ 個別帰属特別控除取戻税額等とは、次に掲げる金額のうち当該連結法人に

係る金額に相当する金額の合計額をいうものであること。（法２９２①ⅣのⅣ、令

４５の３）

(１) 中小連結法人が機械等を取得した場合の法人税額の特別控除額がある場合の

連結納税の承認の取消しによる取戻税額（措置法６８の１１⑤）

(２) 沖縄の特定地域において工業用機械等を取得した場合の法人税額の特別控除

額がある場合の連結納税の承認の取消しによる取戻税額（措置法６８の１３④）

(３) 中小連結法人が特定経営力向上設備等を取得した場合の法人税額の特別控除

額がある場合の連結納税の承認の取消しによる取戻税額（措置法６８の１５の５

⑤）

(４) 使途秘匿金の支出に対する法人税額（措置法６８の６７①）
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(５) 土地譲渡利益金額に対する法人税額（措置法６８の６８①・⑨・６８の６９

①）

４５の６ ４５の４(５)、(８)、(９)、(10)、(12)、(13)及び(14)における中小連結

親法人等であるかどうかの判定の時期については次の点に留意すること。

(１) 法人が４５の４(５)、(10)及び(12)における中小連結親法人等に該当する法

人であるかどうかは、当該連結事業年度終了の時の現況により判定するものとす

る。

(２) 法人が４５の４(８)における中小連結親法人等に該当する法人であるかどう

かは、その取得等をした特定事業用機械等を事業の用に供した日の現況により判

定するものとする。

(３) 法人が４５の４(９)における中小連結親法人等に該当する法人であるかどう

かは、その取得等をした特定建物等を事業の用に供した日の現況により判定する

ものとする。

(４) 法人が４５の４(13)における中小連結親法人等に該当する法人であるかどう

かは、その取得等をした認定特定高度情報通信技術活用設備を事業の用に供した

日の現況により判定するものとする。

(５) 法人が４５の４(14)における中小連結親法人等に該当する法人であるかどう

かは、租税特別措置法第６８条の１５の７第４項の規定により控除された金額が

ある場合にあってはその取得等をした情報技術事業適応設備を事業の用に供した

日の現況により判定するものとし、同条第５項の規定により控除された金額があ

る場合にあっては当該連結事業年度終了の時の現況により判定するものとし、同

条第６項の規定により控除された金額がある場合にあってはその取得等をした生

産工程効率化等設備等を事業の用に供した日の現況により判定するものとする。

４６ 申告書の提出があった場合において、 ４６ 法人税額若しくは個別帰属法人税額又はこれらを課税標準として法人税割額の

当該申告に係る法人税額若しくはこれを課税標準とし 申告があった場合において、当該申告に係る法人税額若しくは当該申告に係る連結

て算定した法人税割額 が確定法人税額若しくはこれを課税標準として算 法人税額に係る個別帰属法人税額が確定法人税額又は確定個別帰属法人税額
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定すべき法人税割額と異なる場合又は 当該申告がなされなかった場合においては と異なる場合並びに当該申告がなされなかった場合においては

、これを更正し、又は決定することができるが、確定法人税額 、これを更正し、又は決定することができるが、確定法人税額又は確定個別帰属法

そのものを市町村において独自に計算し、増額又は減額して更正し、又は決 人税額そのものを市町村において独自に計算し、増額又は減額して更正し、又は決

定することはできないものであること。（法３２１の１１） 定することはできないものであること。（法３２１の１１）

４８ 保険業法（平成７年法律第１０５号）に規定する相互会社（以下この節におい ４８ 保険業法（平成７年法律第１０５号）に規定する相互会社（以下この節におい

て「相互会社」という。）に係る均等割の税率の適用区分の基準である純資産額の て「相互会社」という。）に係る均等割の税率の適用区分の基準である純資産額の

算定に当たっては、次の諸点に留意すること。（法２９２①ⅣのⅡハ・３１２①、 算定に当たっては、次の諸点に留意すること。（法２９２①ⅣのⅤホ・３１２①、

令４５の４） 令４５の５）

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

４８の２ 法第２９２条第１項第４号の２の資本金等の額とは、法第３２１条の８第 ４８の２ 法第２９２条第１項第４号の５の資本金等の額とは、法第３２１条の８第

１項に規定する法人税額の課税標準の算定期間の末日現在における法人税法第２条 １項に規定する法人税額の課税標準の算定期間の末日現在における法人税法第２条

第１６号に規定する資本金等の額によるものであり、これらの具体的な算定につい 第１６号に規定する資本金等の額によるものであり、これらの具体的な算定につい

ては、法人税の例によるものであるが、会社法（平成１７年法律第８６号）に規定 ては、法人税の例によるものであるが、会社法（平成１７年法律第８６号）に規定

する剰余金を同法の規定により資本金とした場合又は同法に規定する資本金を同法 する剰余金を同法の規定により資本金とした場合又は同法に規定する資本金を同法

の規定により損失の塡補に充てた場合などについては、この限りではないこと。ま の規定により損失の塡補に充てた場合などについては、この限りではないこと。ま

た、外国法人の各事業年度の資本金等の額については、当該事業年度終了の日の電 た、外国法人の各事業年度の資本金等の額については、当該事業年度終了の日の電

信売買相場の仲値により換算した円換算額によるものであること。なお、電信売買 信売買相場の仲値により換算した円換算額によるものであること。なお、電信売買

相場の仲値は、原則として、その法人の主たる取引金融機関のものによることとす 相場の仲値は、原則として、その法人の主たる取引金融機関のものによることとす

るが、その法人が、同一の方法により入手等をした合理的なものを継続して使用し るが、その法人が、同一の方法により入手等をした合理的なものを継続して使用し

ている場合には、これによることを認めるものであること。 ている場合には、これによることを認めるものであること。

また、法第２９２条第１項第４号の２イ及びロの規定により計算した金額が、当 また、法第２９２条第１項第４号の５イからニの規定により計算した金額が、当

該算定期間終了の日における資本金の額及び資本準備金の額の合算額又は出資金の 該算定期間終了の日における資本金の額及び資本準備金の額の合算額又は出資金の

額を下回る場合には、資本金の額及び資本準備金の額の合算額又は出資金の額を均 額を下回る場合には、資本金の額及び資本準備金の額の合算額又は出資金の額を均

等割の税率適用区分の基準とすること。（法２９２①ⅣのⅡ、法３１２⑥・⑦ 等割の税率適用区分の基準とすること。（法２９２①ⅣのⅤ、法３２１の８④・⑤

） ・⑥）

４８の３ 法第２９２条第１項第４号の２に規定する資本金等の額の算定に当たって ４８の３ 法第２９２条第１項第４号の５に規定する資本金等の額の算定に当たって
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は、同号イ(２)及び(３)に掲げる金額についてその内容を証する書類を添付した申 は、同号イ(２)及び(３)に掲げる金額についてその内容を証する書類を添付した申

告書を提出した場合に限り、同号イ(２)及び(３)に掲げる金額を減算することがで 告書を提出した場合に限り、同号イ(２)及び(３)に掲げる金額を減算することがで

きるものであること。 きるものであること。

４９ ２以上の市町村において事務所又は事業所を有する法人が、法第３２１条の８ ４９ ２以上の市町村において事務所又は事業所を有する法人が、法第３２１条の８

第１項前段又は第２項前段の規定により中間申告をする場合の前事業年度分 第１項前段又は第２項 の規定により中間申告をする場合の前事業年度分又は前

として事業年度（通算子法人の場合には、当該事業年度開始の日の 連結事業年度分として事業年度（連結事業年度に該当する期間を除く。以下この節

属する通算親法人の事業年度） 開始の日以後６月を経過した日の前日までに各 において同じ。）又は連結事業年度開始の日から６月を経過した日の前日までに各

市町村ごとに納付した法人税割額及び納付すべきことが確定した法人税割額の計算 市町村ごとに納付した法人税割額及び納付すべきことが確定した法人税割額の計算

の基礎となる前事業年度 に係る法人税割額には、同条第４３項 の基礎となる前事業年度又は前連結事業年度に係る法人税割額には、前事業年度に

の規定により加算された金額及び租税特別措置法第４２条の４第８項第６号ロ若し 係るものにあっては 租税特別措置法第４２条の６第５項、第４２条の

くは第７号（これらの規定を同条第１８項において準用する場合を含む。）、第４ ９第４項、第４２条の１２の４第５項

２条の１４第１項若しくは第４項、第６２条第１項、第６２条の３第１項若しくは 、第６２条第１項、第６２条の３第１項若しくは

第９項又は第６３条第１項の規定により加算された金額に係る部分は含まれないも 第９項又は第６３条第１項の規定により加算された金額に係る部分は含まれないも

の のであり、前連結事業年度に係るものにあっては個別帰属特別控除取戻税額等に係

であることに留意すること。（法３２１の８①前段・②前 る部分は含まれないものであることに留意すること。（法３２１の８①前段・②

段、令４８の１０・４８の１０の３、令附則５の２の４①・②）したがって、前事 、令４８の１０・４８の１０の３ ）したがって、前事

業年度分 として各市町村ごとに納付した法人税割額及び納付 業年度分又は前連結事業年度分として各市町村ごとに納付した法人税割額及び納付

すべきことが確定した法人税割額の合計額の算定に当たっては、前事業年度分 すべきことが確定した法人税割額の合計額の算定に当たっては、前事業年度分又は

として各市町村ごとに納付した法人税割額及び納付すべきことが 前連結事業年度分として各市町村ごとに納付した法人税割額及び納付すべきことが

確定した法人税割額の合計額から、法第３２１条の８第４３項の規定により加算さ 確定した法人税割額の合計額から、前事業年度に係るものにあっては

れた金額及び当該法人税割額の課税標準である法人税額（関係市町村ごとに分割し 当該法人税割額の課税標準である法人税額

た後の額）に前事業年度の法人税割の税率を乗じて得た金額に当該法人税額（関係 に前事業年度の法人税割の税率を乗じて得た金額に当該法人税額

市町村ごとに分割する前の額）に対する当該法人税額のうち租税特別措置法第４２ に対する 租税特別措置法第４２

条の４第８項第６号ロ若しくは第７号（これらの規定を同条第１８項において準用 条の６第５項、第４２条の９第４項、第４２条の１２の４第５項

する場合を含む。）、第４２条の１４第１項若しくは第４項、第６２条第１項、第 、第６２条第１項、第

６２条の３第１項若しくは第９項又は第６３条第１項の規定により加算された金額 ６２条の３第１項若しくは第９項又は第６３条第１項の規定により加算された金額
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の割合を乗じて得た額を の割合を乗じて得た額を、前連結事業年度に係るものにあっては当該法人税割額の

課税標準である個別帰属法人税額に前事業年度の法人税割の税率を乗じて得た金額

に当該個別帰属法人税額に対する個別帰属特別控除取戻税額等の割合を乗じて得た

控除する取扱いとすること。 額を控除する取扱いとすること。

なお、上記の租税特別措置法の規定により加算された金額の他に、過去に改廃さ

れ、なお効力を有する又は従前の例によることとされている租税特別措置法の規定

により加算された金額がある場合についても、同様の取扱いであること。（令附則

５の３、令和２年９月改正令附則５⑧・⑨）

４９の２ 法第３２１条の８第１項の規定により市町村民税の中間申告義務を有する ４９の２ 法第３２１条の８第２項に規定する連結法人に係る予定申告書について、

法人は、法人税法第７１条第１項の規定により法人税の中間申告書を提出する義務 次に掲げる場合には、その提出を要しないものであること。（法３２１の８②）

がある法人に限るものであるため、同項ただし書の規定により法人税の中間申告書 (１) 連結法人の前連結事業年度の連結法人税個別帰属支払額で当該連結事業年度

の提出を要しない法人は、同法第７２条第１項及び第５項の規定により仮決算によ 開始の日から６月を経過した日の前日までに確定した当該前連結事業年度の連結

る法人税の中間申告書を提出する場合であっても、市町村民税の中間申告書の提出 確定申告書に記載すべき法人税法第８１条の２２第１項第２号に掲げる金額に係

を要しないものであること。 るもの（当該連結法人税個別帰属支払額のうちに租税特別措置法第６８条の１１

第５項、第６８条の１３第４項、第６８条の１５の５第５項、第６８条の６７第

１項、第６８条の６８第１項若しくは第９項又は第６８条の６９第１項の規定に

より加算された金額のうち当該法人に係る金額に相当する金額がある場合には、

当該相当する金額を控除した金額）の６倍の金額を当該前連結事業年度の月数で

除して得た金額が１０万円以下である場合又は当該金額がない場合（令４８の１

０の４）

(２) 連結法人の当該連結事業年度開始の日の前日の属する事業年度の確定申告書

に記載すべき法人税法第７４条第１項第２号に掲げる金額で当該連結事業年度開

始の日から６月を経過した日の前日までに確定したもの（当該金額のうちに租税

特別措置法第４２条の６第５項、第４２条の９第４項、第４２条の１２の４第５

項、第６２条第１項、第６２条の３第１項若しくは第９項又は第６３条第１項の

規定により加算された金額がある場合には、当該加算された金額を控除した額）
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の６倍の金額を当該連結事業年度開始の日の前日の属する事業年度の月数で除し

て得た金額が１０万円以下である場合又は当該金額がない場合（令４８の１０の

５）

４９の３ 法人税法第７１条第１項ただし書の規定により法人税の中間申告書の提出

を要しない法人であっても、次のいずれにも該当する通算子法人については、市町

村民税の予定申告書を提出しなければならないものであること。（法３２１の８②

）

(１) 通算親法人である協同組合等との間に通算完全支配関係があること。

(２) 法人税法第７１条第１項第１号に掲げる金額（同条第２項又は第３項の規定

の適用がある場合はその適用後の金額）が１０万円を超えること。

(３) 当該事業年度（通算承認の効力が生じた日が同日の属する通算親法人の事業

年度開始の日以後６月を経過した日以後であるときのその効力が生じた日の属す

る事業年度を除く。）開始の日の属する通算親法人の事業年度が６月を超え、か

つ、当該通算親法人の事業年度開始の日以後６月を経過した日において、当該通

算親法人との間に通算完全支配関係があること。

なお、該当する通算子法人については仮決算に係る中間申告をすることができな

いものであること。

４９の４ 清算中の法人であっても通算子法人にあっては、法人税法第７１条第１項

（同法第７２条第１項の規定が適用される場合を含む。）の規定により法人税の中

間申告書の提出を要する場合には、市町村民税の中間申告書を提出しなければなら

ないものであること。（法３２１の８①）

５０ 法第３２１条の８第１項後段又は第２項後段の規定によって提出があったとみ ５０ 法第３２１条の８第１項後段又は第３項 の規定によって提出があったとみ

なされる申告書に係る法人税割額を計算する場合においては、同条第１項前段又は なされる申告書に係る法人税割額を計算する場合においては、同条第１項前段又は

第２項前段に規定する法人税割額の計算の例によるものであること。（法３２１の 第２項 に規定する法人税割額の計算の例によるものであること。（法３２１の

８①後段・②後段、令４８の１０の２・４８の１０の４） ８①後段・③ ）

なお、同条第１項後段及び第２項後段の規定によって申告書の提出があったもの なお、同条第１項後段 の規定によって申告書の提出があったもの
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とみなされる法人には、法人税法第７１条第２項又は第３項の規定の適用を受ける とみなされる法人には、法人税法第７１条第２項又は第３項の規定の適用を受ける

適格合併に係る合併法人 適格合併に係る合併法人が含まれるものであり、法第３２１条の８第３項の規定に

よって申告書の提出があったものとみなされる法人には、令第４８条の１０の４又

が含まれるも は第４８条の１０の５の規定の適用を受ける適格合併に係る合併法人が含まれるも

のであることに留意すること。 のであることに留意すること。

５１の２ 内国法人が各事業年度 において租税特別措置法第６６ ５１の２ 内国法人が各事業年度又は各連結事業年度において租税特別措置法第６６

条の７第４項及び第１０項 の規定の適用を 条の７第５項及び第１１項又は第６８条の９１第４項及び第１０項の規定の適用を

受ける場合において、当該事業年度 の控除対象所得税額等相当額 受ける場合において、当該事業年度又は連結事業年度の控除対象所得税額等相当額

（同条第４項 に規定する控除対象所得税額等相当額をいう。以下５１ （同法第６６条の７第５項に規定する控除対象所得税額等相当額をいう。以下５１

の２において同じ。） の２において同じ。）又は個別控除対象所得税額等相当額（同法第６８条の９１第

４項に規定する個別控除対象所得税額等相当額をいう。以下５１の２において同じ

のうち、同条第４項 に規定する法人税の額及び同条第１０項に規 。）のうち、同法第６６条の７第５項に規定する法人税の額及び同条第１１項に規

定する所得地方法人税額並びに法第５３条第３６項に規定する法人税割額の合計額 定する所得地方法人税額並びに法第５３条第２４項に規定する法人税割額の合計額

又は同法第６８条の９１第４項に規定する法人税の額及び同条第１０項に規定する

を超え 所得地方法人税額並びに法第５３条第２４項に規定する法人税割額の合計額を超え

る額があるときは、法人税割額から税額控除が認められているものであるが、その る額があるときは、法人税割額から税額控除が認められているものであるが、その

運用に当たっては、次の諸点に留意すること。（法３２１の８㊱） 運用に当たっては、次の諸点に留意すること。（法３２１の８㉔）

(１) 控除対象所得税額等相当額 が全額法人税 (１) 控除対象所得税額等相当額又は個別控除対象所得税額等相当額が全額法人税

額及び地方法人税額並びに道府県民税の法人税割額から税額控除される場合には 額及び地方法人税額並びに道府県民税の法人税割額から税額控除される場合には

、市町村民税の法人税割額から控除すべき控除対象所得税額等相当額 、市町村民税の法人税割額から控除すべき控除対象所得税額等相当額又は個別控

は、ないものであること。 除対象所得税額等相当額は、ないものであること。

(２) 略 (２) 略

(３) ２以上の市町村において事務所又は事業所を有する法人の関係市町村ごとの (３) ２以上の市町村において事務所又は事業所を有する法人の関係市町村ごとの

法人税割額から控除すべき控除対象所得税額等相当額 法人税割額から控除すべき控除対象所得税額等相当額又は個別控除対象所得税額

の計算は、法第３２１条の１３第２項に規定する従業者の数に按分して 等相当額の計算は、法第３２１条の１３第２項に規定する従業者の数に按分して

算定するものであること。 算定するものであること。
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なお、２以上の市町村において事務所又は事業所を有する法人が令第４８条の なお、２以上の市町村において事務所又は事業所を有する法人が令第４８条の

１３第７項ただし書の規定により外国税額控除に係る市町村民税の控除限度額を １３第８項ただし書の規定により外国税額控除に係る市町村民税の控除限度額を

計算した場合には、当該従業者の数は、令第４８条の１２の２第１項及び規則第 計算した場合には、当該従業者の数は、令第４８条の１２の２第１項及び規則第

１０条の２の６第１項の規定により補正することとされているものであること。 １０条の２の６第１項の規定により補正することとされているものであること。

（令４８の１２の２①、則１０の２の６①） （令４８の１２の２①・則１０の２の６①）

(４) 法第３２１条の８第３６項の規定による控除をされるべき金額の計算の基礎 (４) 法第３２１条の８第２４項の規定による控除をされるべき金額の計算の基礎

となる所得税等の額（租税特別措置法第６６条の７第４項 となる所得税等の額（租税特別措置法第６６条の７第５項又は第６８条の９１第

に規定する所得税等の額をいう。以下(４)において同じ。）は、所得税等の ４項に規定する所得税等の額をいう。以下(４)において同じ。）は、所得税等の

額、控除を受ける金額及び当該金額の計算に関する明細を記載した規則第２０号 額、控除を受ける金額及び当該金額の計算に関する明細を記載した総務省令で定

の３の２様式に当該計算の基礎となる当該所得税等の額として記載された金額を める書類 に当該計算の基礎となる当該所得税等の額として記載された金額を

限度とするものであること。（令４８の１２の２②、則１０） 限度とするものであること。（令４８の１２の２② ）

５２ 内国法人又は外国法人が外国において外国の法人税等（外国法人にあっては、 ５２ 内国法人又は外国法人が外国において外国の法人税等（外国法人にあっては、

法人税法第１３８条第１項第１号に掲げる国内源泉所得につき外国の法令により課 法人税法第１３８条第１項第１号に掲げる国内源泉所得につき外国の法令により課

されたものに限る。）を課された場合には、当該外国において課された外国の法人 されたものに限る。）を課された場合には、当該外国において課された外国の法人

税等の額のうち、法人税法第６９条第１項の控除限度額又は 同法第１４４条の 税等の額のうち、法人税法第６９条第１項の控除限度額若しくは同法第１４４条の

２第１項の控除限度額 及 ２第１項の控除限度額又は同法第８１条の１５第１項の連結控除限度個別帰属額及

び法人税法施行令第１４４条第６項第１号の地方法人税の控除限度額又は同令第１ び法人税法施行令第１４２条の３ の地方法人税の控除限度額若しくは同令

９５条の２ に規定する地方法人税の控除限度額 第１９７条第５項第１号に規定する地方法人税の控除限度額又は同令第１５５条の

並びに令第９条の７第６項の道府県民税の ３０の地方法人税の控除限度個別帰属額並びに令第９条の７第７項の道府県民税の

控除限度額の合計額を超える額があるときは、令第４８条の１３第７項の規定によ 控除限度額の合計額を超える額があるときは、令第４８条の１３第８項の規定によ

り計算した市町村民税の控除限度額以内の額について法人税割額（外国法人にあっ り計算した市町村民税の控除限度額以内の額について法人税割額（外国法人にあっ

ては、法人税法第１４１条第１号イに掲げる国内源泉所得に対する法人税額を課税 ては、法人税法第１４１条第１号イに掲げる国内源泉所得に対する法人税額を課税

標準として課するものに限る。）から税額控除が認められているものであるが、そ 標準として課するものに限る。）から税額控除が認められているものであるが、そ

の運用に当たっては、次の諸点に留意すること。（法３２１の８㊳） の運用に当たっては、次の諸点に留意すること。（法３２１の８㉖）

(１) 「外国の法人税等」とは、おおむね、外国の法令に基づき外国又はその地方 (１) 「外国の法人税等」とは、おおむね、外国の法令に基づき外国又はその地方

公共団体により法人の所得を課税標準として課される税をいうものであるが、そ 公共団体により法人の所得を課税標準として課される税をいうものであるが、そ
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の範囲については法人税法施行令第１４１条に規定するところによるものであり の範囲については法人税法施行令第１４１条に規定するところによるものであり

、控除の対象となる外国の法人税等の額は法人税法第６９条第１項に規定する控 、控除の対象となる外国の法人税等の額は法人税法第６９条第１項に規定する控

除対象外国法人税の額及び 同法第１４４条の２第１項に規定する控除対象外 除対象外国法人税の額若しくは同法第１４４条の２第１項に規定する控除対象外

国法人税の額 国法人税の額又は同法第８１条の１５第１項に規定する個別控除対象外国法人税

の計算の例によるものであること。（令４８の１３①） の額の計算の例によるものであること。（令４８の１３①）

なお、内国法人が租税特別措置法第６６条の６第１項、第６項若しくは第８項 なお、内国法人が租税特別措置法第６６条の６第１項、第６項若しくは第８項

又は第６６条の９の２第１項、第６項若しくは第８項 、第６６条の９の２第１項 、第６項若しくは第８項、第６８条の９０第１項、

の 第６項若しくは第８項又は第６８条の９３の２第１項、第６項若しくは第８項の

規定により外国関係会社又は外国関係法人に係る課税対象金額、部分課税対象金 規定により外国関係会社又は外国関係法人に係る課税対象金額、部分課税対象金

額、金融子会社等部分課税対象金額又は金融関係法人部分課税対象金額を当該事 額、金融子会社等部分課税対象金額又は金融関係法人部分課税対象金額を当該事

業年度の所得 の金額の計算上、益金の額に算入 業年度の所得又は当該連結事業年度の連結所得の金額の計算上、益金の額に算入

した場合に令第４８条の１３第３項の規定により外国の法人税等とみなされる額 した場合に令第４８条の１３第３項の規定により外国の法人税等とみなされる額

も外国の法人税等の額に含まれるものであること。（令４８の１３③） も外国の法人税等の額に含まれるものであること。（令４８の１３③）

(２) 市町村民税の控除限度額は、原則として法人税の控除限度額に１００分の６ (２) 市町村民税の控除限度額は、原則として法人税の控除限度額に１００分の６

を乗じて計算した額とされているが、標準税率を超える税率で法人税割を課する を乗じて計算した額とされているが、標準税率を超える税率で法人税割を課する

市町村に事務所又は事業所を有する法人にあっては、当該法人の選択により、法 市町村に事務所又は事業所を有する法人にあっては、当該法人の選択により、法

人税の控除限度額に当該税率に相当する割合を乗じて計算した額とすることがで 人税の控除限度額に当該税率に相当する割合を乗じて計算した額とすることがで

きるものとされていること。（令４８の１３⑦） きるものとされていること。（令４８の１３⑧）

(３) 各事業年度 の外国の法人税等が全額法人税額及び地方法 (３) 各事業年度又は各連結事業年度の外国の法人税等が全額法人税額及び地方法

人税額並びに道府県民税の法人税割額から税額控除される場合には、市町村民税 人税額並びに道府県民税の法人税割額から税額控除される場合には、市町村民税

の法人税割額から控除すべき当該事業年度 の外国の法人税等の の法人税割額から控除すべき当該事業年度又は連結事業年度の外国の法人税等の

額は、ないものであること。 額は、ないものであること。

なお、各事業年度 において市町村民税の控除余裕額が生じ なお、各事業年度又は各連結事業年度において市町村民税の控除余裕額が生じ

た場合において、当該事業年度 開始の日前３年以内に開始 た場合において、当該事業年度若しくは連結事業年度開始の日前３年以内に開始

した各事業年度 （(４)及び(５)において「前３年以内の各事 した各事業年度又は各連結事業年度（(４)及び(５)において「前３年以内の各事

業年度 」という。）において課された外国の法人税等の額の 業年度又は各連結事業年度」という。）において課された外国の法人税等の額の
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うち当該事業年度 前の事業年度 にお うち当該事業年度若しくは連結事業年度前の事業年度若しくは連結事業年度にお

いて、法人税額及び地方法人税額並びに道府県民税の法人税割額及び市町村民税 いて、法人税額及び地方法人税額並びに道府県民税の法人税割額及び市町村民税

の法人税割額から控除することができた額を超える部分の額があるときは、令第 の法人税割額から控除することができた額を超える部分の額があるときは、令第

４８条の１３第２項の規定による額を当該事業年度 において課 ４８条の１３第２項の規定による額を当該事業年度又は連結事業年度において課

された外国の法人税等の額とみなして、市町村民税の法人税割額から控除するこ された外国の法人税等の額とみなして、市町村民税の法人税割額から控除するこ

ととされているものであること。（令４８の１３②） ととされているものであること。（令４８の１３②）

(４) 各事業年度 において課された外国の法人税等の額が当該 (４) 各事業年度又は各連結事業年度において課された外国の法人税等の額が当該

事業年度 の法人税額及び地方法人税額並びに道府県民税の法人 事業年度又は連結事業年度の法人税額及び地方法人税額並びに道府県民税の法人

税割及び市町村民税の法人税割の控除限度額の合計額を超える場合において、前 税割及び市町村民税の法人税割の控除限度額の合計額を超える場合において、前

３年以内の各事業年度 における市町村民税の控除余裕額があ ３年以内の各事業年度又は各連結事業年度における市町村民税の控除余裕額があ

るときは、令第４８条の１３第８項の規定による額を当該事業年度分 るときは、令第４８条の１３第９項の規定による額を当該事業年度分又は連結事

の市町村民税の控除限度額に加算して、外国の法人税等の額を控除する 業年度分の市町村民税の控除限度額に加算して、外国の法人税等の額を控除する

こととされているものであること。（令４８の１３⑧） こととされているものであること。（令４８の１３⑨）

(５) 次に掲げる事業年度 における控除限度額を超える外国税額 (５) 次に掲げる事業年度又は連結事業年度における控除限度額を超える外国税額

及び市町村民税の控除余裕額は、前３年以内の各事業年度 に 及び市町村民税の控除余裕額は、前３年以内の各事業年度又は各連結事業年度に

おける控除限度額を超える外国税額及び市町村民税の控除余裕額に含まれないも おける控除限度額を超える外国税額及び市町村民税の控除余裕額に含まれないも

のであること。 のであること。

ア 法人が外国の法人税等の額を法人税の課税標準である所得の計算上損金に算 ア 法人が外国の法人税等の額を法人税の課税標準である所得の計算上損金に算

入した事業年度があるときは、当該損金に算入した事業年度以前の事業年度 入した事業年度があるときは、当該損金に算入した事業年度以前の事業年度又

は連結事業年度

イ 通算法人（通算法人であった内国法人を含む。以下イにおいて同じ。）の事 イ 法人が外国の法人税等の額を法人税の課税標準である連結所得の計算上損金

業年度（当該法人に係る通算親法人の事業年度終了の日に終了するものに限る に算入した連結事業年度があるとき、又は当該法人との間に連結完全支配関係

。）終了の日において当該法人との間に通算完全支配関係がある他の通算法人 がある他の連結法人が外国の法人税等の額を法人税の課税標準である連結所得

が当該終了の日に終了する事業年度に外国の法人税等の額を法人税の課税標準 の計算上損金に算入した連結事業年度があるときは、当該損金に算入した連結

である所得の計算上損金に算入したときは、当該損金に算入した事業年度終了 事業年度以前の連結事業年度又は事業年度

の日に終了する当該法人の事業年度以前の事業年度
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(６) 内国法人又は外国法人が適格合併、適格分割又は適格現物出資（以下５２及 (６) 内国法人又は外国法人が適格合併、適格分割又は適格現物出資（以下(６)及

び５２の２において「適格合併等」という。）により被合併法人、分割法人 又 び(８) において「適格合併等」という。）により被合併法人、分割法人、又

は現物出資法人（５２(８)及び５２の２(２)において「被合併法人等」という。 は現物出資法人（(８) において「被合併法人等」という。

）から事業の全部又は一部の移転を受けた場合には、当該内国法人又は外国法人 ）から事業の全部又は一部の移転を受けた場合には、当該内国法人又は外国法人

の当該適格合併等の日の属する事業年度 以後の各事業年度 の当該適格合併等の日の属する事業年度又は連結事業年度以後の各事業年度又は

においては、次に掲げる適格合併等の区分に応じ次に定める金額 各連結事業年度においては、次に掲げる適格合併等の区分に応じ次に定める金額

は、当該内国法人又は外国法人の当該事業年度 開始の日前３年 は、当該内国法人又は外国法人の当該事業年度又は連結事業年度開始の日前３年

以内に開始した各事業年度 （５２(８)及び５２の２(２)にお 以内に開始した各事業年度又は各連結事業年度（(８) にお

いて「前３年内事業年度 」という。）の控除限度超過額及び市町村民税の控除 いて「前３年内事業年度等」という。）の控除限度超過額及び市町村民税の控除

余裕額とみなす。（令４８の１３⑨～⑱） 余裕額とみなす。（令４８の１３⑩～⑲）

ア 適格合併 当該適格合併に係る被合併法人の当該適格合併の日前３年以内に ア 適格合併 当該適格合併に係る被合併法人の当該適格合併の日前３年以内に

開始した各事業年度 の控除限度超過額及び市町村民税の控 開始した各事業年度又は各連結事業年度の控除限度超過額及び市町村民税の控

除余裕額 除余裕額

イ 適格分割又は適格現物出資（以下５２及び５２の２において「適格分割等」 イ 適格分割又は適格現物出資（以下イ及び(８)イ において「適格分割等」

という。） 当該適格分割等に係る分割法人又は現物出資法人（５２(８)イ及 という。） 当該適格分割等に係る分割法人又は現物出資法人（(８)イ

び５２の２(２)イにおいて「分割法人等」という。）の当該適格分割等の日の において「分割法人等」という。）の当該適格分割等の日の

属する事業年度 開始の日前３年以内に開始した各事業年度 属する事業年度又は連結事業年度開始の日前３年以内に開始した各事業年度又

の控除限度超過額及び市町村民税の控除余裕額のうち、当該 は各連結事業年度の控除限度超過額及び市町村民税の控除余裕額のうち、当該

適格分割等により当該内国法人又は外国法人が移転を受けた事業に係る部分の 適格分割等により当該内国法人又は外国法人が移転を受けた事業に係る部分の

金額 金額

(７) 外国の法人税等の額のうち市町村民税の法人税割額を超えるため控除するこ (７) 外国の法人税等の額のうち市町村民税の法人税割額を超えるため控除するこ

とができなかった額（以下(７)及び(８)において「控除未済外国法人税等額」と とができなかった額（以下(７)及び(８)において「控除未済外国法人税等額」と

いう。）があるときは、法人税と異なり、当該控除未済外国法人税等額はこれを いう。）があるときは、法人税と異なり、当該控除未済外国法人税等額はこれを

還付することなく、その額を３年間に限って繰越控除するものであること。（令 還付することなく、その額を３年間に限って繰越控除するものであること。（令

４８の１３⑳） ４８の１３㉑）

(８) 令第４８条の１３第２０項に規定する所得等申告法人（以下(８)において｢ (８) 令第４８条の１３第２１項に規定する所得等申告法人（以下(８)において｢
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所得等申告法人」という。）が、適格合併等により被合併法人等から事業の全部 所得等申告法人」という。）が、適格合併等により被合併法人等から事業の全部

又は一部の移転を受けた場合には、当該所得等申告法人の当該適格合併等の日の 又は一部の移転を受けた場合には、当該所得等申告法人の当該適格合併等の日の

属する事業年度 以後の各事業年度 において 属する事業年度又は連結事業年度以後の各事業年度又は各連結事業年度において

は、次に掲げる適格合併等の区分に応じ次に定める金額は、当該所得等申告法人 は、次に掲げる適格合併等の区分に応じ次に定める金額は、当該所得等申告法人

の前３年内事業年度 の控除未済外国法人税等額とみなす。（令４８の１３㉑～ の前３年内事業年度等の控除未済外国法人税等額とみなす。（令４８の１３㉒～

㉘） ㉙）

ア 適格合併 当該適格合併に係る被合併法人の当該適格合併の日前３年以内に ア 適格合併 当該適格合併に係る被合併法人の当該適格合併の日前３年以内に

開始した各事業年度 の控除未済外国法人税等額 開始した各事業年度又は各連結事業年度の控除未済外国法人税等額

イ 適格分割等 当該適格分割等に係る分割法人等の当該適格分割等の日の属す イ 適格分割等 当該適格分割等に係る分割法人等の当該適格分割等の日の属す

る事業年度 開始の日前３年以内に開始した各事業年度 る事業年度又は連結事業年度開始の日前３年以内に開始した各事業年度又は各

の控除未済外国法人税等額のうち、当該適格分割等により当該所 連結事業年度の控除未済外国法人税等額のうち、当該適格分割等により当該所

得等申告法人が移転を受けた事業に係る部分の金額 得等申告法人が移転を受けた事業に係る部分の金額

(９) ２以上の市町村において事務所又は事業所を有する法人の関係市町村ごとの (９) ２以上の市町村において事務所又は事業所を有する法人の関係市町村ごとの

法人税割額から控除すべき外国の法人税等の額の計算は、法第３２１条の１３第 法人税割額から控除すべき外国の法人税等の額の計算は、法第３２１条の１３第

２項に規定する従業者の数に按分して算定するものであること。 ２項に規定する従業者の数に按分して算定するものであること。

なお、２以上の市町村において事務所又は事業所を有する法人が令第４８条の なお、２以上の市町村において事務所又は事業所を有する法人が令第４８条の

１３第７項ただし書の規定により市町村民税の控除限度額を計算した場合には、 １３第８項ただし書の規定により市町村民税の控除限度額を計算した場合には、

当該従業者の数は、同条第２９項及び規則第１０条の２の６第１項の規定により 当該従業者の数は、同条第３０項及び規則第１０条の２の６第１項の規定により

補正することとされているものであること。（令４８の１３㉙、則１０の２の６ 補正することとされているものであること。（令４８の１３㉚・則１０の２の６

①） ①）

(10) 法第３２１条の８第３８項の規定による控除をされるべき金額の計算の基礎 (10) 法第３２１条の８第２６項の規定による控除をされるべき金額の計算の基礎

となる当該事業年度 において課された外国の法人税等の額その となる当該事業年度又は連結事業年度において課された外国の法人税等の額その

他の規則第１０条の２の６第５項で定める金額は、市町村長において特別の事情 他の規則第１０条の２の６第４項で定める金額は、市町村長において特別の事情

があると認める場合を除くほか、外国の法人税等の額の控除に関する事項を記載 があると認める場合を除くほか、外国の法人税等の額の控除に関する事項を記載

した規則第２０号の４様式に当該計算の基礎となる金額として記載された金額を した規則第２０号の４様式に当該計算の基礎となる金額として記載された金額を

限度とする。（令４８の１３㉚、則１０の２の６⑤） 限度とする。（令４８の１３㉛・則１０の２の６④）
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５２の２ 法第３２１条の８第３８項の規定を適用する場合において、通算法人の同

条第３９項に規定する適用事業年度（以下５２の２において「適用事業年度」とい

う。）の同項に規定する税額控除額（以下５２の２において「税額控除額」という

。）が当初申告税額控除額（当該適用事業年度の同条第１項の規定による申告書の

提出期限までに提出された仮決算に係る中間申告書又は確定申告書に添付された書

類に当該適用事業年度の税額控除額として記載された金額をいう。以下５２の２に

おいて同じ。）と異なるときは、当初申告税額控除額を税額控除額とみなすもので

あること。適用事業年度について同条第４０項（第１号及び第３号に係る部分に限

る。）の規定を適用して修正申告書の提出又は更正がされた後において同条第３９

項の規定を適用する場合は、同条第４０項の規定にかかわらず、あらためて当該申

告書に添付された書類に当該適用事業年度の税額控除額として記載された金額又は

当該更正に係る当該適用事業年度の税額控除額とされた金額を当初申告税額控除額

とみなすものであること。（法３２１の８㊴～㊶）

また、適用事業年度後の通算法人（通算法人であった内国法人（公益法人等に該

当することとなった内国法人を除く。）を含む。）の各事業年度（以下５２の２に

おいて「対象事業年度」という。）において、法第３２１条の８第４２項に規定す

る調整後過去税額控除額（以下５２の２において「調整後過去税額控除額」という

。）が同項に規定する過去当初申告税額控除額（以下５２の２において「過去当初

申告税額控除額」という。）を超える場合にあっては税額控除不足額相当額（当該

調整後過去税額控除額から当該過去当初申告税額控除額を控除した金額に相当する

金額をいう。以下この節において同じ。）を法人税割額から控除するものであり、

過去当初申告税額控除額が調整後過去税額控除額を超える場合にあっては法人税割

額に税額控除超過額相当額（当該過去当初申告税額控除額から当該調整後過去税額

控除額を控除した金額に相当する金額をいう。以下この節において同じ。）を加算

するものであること。（法３２１の８㊷・㊸）

これらの場合において、当該対象事業年度の税額控除不足額相当額又は税額控除
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超過額相当額が当初申告税額控除不足額相当額又は当初申告税額控除超過額相当額

（それぞれ同条第１項の規定による申告書の提出期限までに提出された仮決算に係

る中間申告書又は確定申告書に添付された書類に当該対象事業年度の税額控除不足

額相当額又は税額控除超過額相当額として記載された金額をいう。以下５２の２に

おいて同じ。）と異なるときは、当初申告税額控除不足額相当額又は当初申告税額

控除超過額相当額を当該対象事業年度の税額控除不足額相当額又は税額控除超過額

相当額とみなすものであること。また、当該対象事業年度について同条第４５項の

規定を適用して修正申告書の提出又は更正がされた後において同条第４４項又は第

４５項の規定を適用する場合は、同項の規定にかかわらず、あらためて当該申告書

に添付された書類に当該対象事業年度の税額控除不足額相当額若しくは税額控除超

過額相当額として記載された金額又は当該更正に係る当該対象事業年度の税額控除

不足額相当額若しくは税額控除超過額相当額とされた金額を当初申告税額控除不足

額相当額又は当初申告税額控除超過額相当額とみなすものであること。（法３２１

の８㊻）

なお、この場合において次の諸点に留意すること。

(１) 税額控除不足額相当額のうち、市町村民税の法人税割額を超えるため控除す

ることができなかった額（以下５２の２において「控除未済税額控除不足額相当

額」という。）があるときは、法人税と異なり、当該控除未済税額控除不足額相

当額はこれを還付することなく、その額を３年間に限って繰越控除するものであ

ること。（令４８の１３の２①）

(２) 法人税法第７１条第１項又は第７４条第１項の規定により法人税に係る申告

書を提出する義務がある法人（以下(２)において「所得等申告法人」という。）

が、適格合併等により被合併法人等から事業の全部又は一部の移転を受けた場合

には、当該所得等申告法人の当該適格合併等の日の属する事業年度以後の各事業

年度においては、次に掲げる適格合併等の区分に応じ次に定める金額は、当該所

得等申告法人の前３年内事業年度の控除未済税額控除不足額相当額とみなすもの
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であること。（令４８の１３の２①）

ア 適格合併 当該適格合併に係る被合併法人の当該適格合併の日前３年以内に

開始した各事業年度の控除未済税額控除不足額相当額

イ 適格分割等 当該適格分割等に係る分割法人等の当該適格分割等の日の属す

る事業年度開始の日前３年以内に開始した各事業年度の控除未済税額控除不足

額相当額のうち、当該適格分割等により当該所得等申告法人が移転を受けた事

業に係る部分の金額

(３) ２以上の市町村において事務所又は事業所を有する法人の関係市町村ごとの

法人税割額から控除すべき税額控除不足額相当額又は法人税割額に加算すべき税

額控除超過額相当額の計算は、法第３２１条の１３第２項に規定する従業者の数

に按分して算定するものであること。

なお、２以上の市町村において事務所又は事業所を有する法人が令第４８条の

１３第７項ただし書の規定により対象事業年度の市町村民税の控除限度額を計算

した場合には、当該従業者の数は、令第４８条の１３の２第２項（同条第３項に

おいて準用する場合を含む。）及び規則第１０条の２の６第１項の規定により補

正することとされているものであること。（令４８の１３の２②・③、則１０の

２の６➀）

(４) ２以上の市町村において事務所又は事業所を有する法人における当初申告税

額控除額とみなされる税額控除額及び当初申告税額控除不足額相当額又は当初申

告税額控除超過額相当額とみなされる税額控除不足額相当額又は税額控除超過額

相当額は、法第３２１条の１３第２項に規定する従業者の数又は令第４８条の１

３第２９項及び第４８条の１３の２第２項（同条第３項において準用する場合を

含む。）並びに規則第１０条の２の６第１項の規定により補正された従業者の数

により関係市町村ごとに按分する前の金額をいうものであること。（法３２１条

の８㊴・㊹）

(５) 法第３２１条の８第４２項及び第４３項の規定の適用を受ける法人にあって
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は、当該対象事業年度に係る規則第２０号の４様式（同様式別表１から別表６ま

でを含む。以下５２の２において同じ。）及び同様式別表７だけでなく、過去適

用事業年度の過去当初申告税額控除額の控除に関する事項を記載した規則第２０

号の４様式及び税額控除額の控除に関する事項を記載した規則第２０号の４様式

を確定申告書等に添付しなければならないものであること。（令４８の１３の２

④・⑤、則１０の２の６⑥・⑧）

(６) 法第３２１条の８第４２項の規定による控除をされるべき税額控除不足額相

当額の計算の基礎となる外国の法人税等の額その他の規則第１０条の２の６第７

項に定める金額は、市町村長において特別の事情があると認める場合を除くほか

、税額控除額の控除に関する事項を記載した過去適用事業年度の規則第２０号の

４様式に当該計算の基礎となる金額として記載された金額を限度とするものであ

ること。（令４８の１３の２④、則１０の２の６⑦）

(７) 法第３２１条の８第４３項の規定により加算されるべき税額控除超過額相当

額の計算の基礎となる外国の法人税等の額その他の規則第１０条の２の６第９項

に定める金額は、市町村長において特別の事情があると認める場合を除くほか、

税額控除額の控除に関する事項を記載した過去適用事業年度の規則第２０号の４

様式に当該計算の基礎となる金額として記載された金額を限度とするものである

こと。（令４８の１３の２⑤、則１０の２の６⑨）

(８) 法第３２１条の８第４２項の規定による控除又は同条第４３項の規定による

加算をすべき事業年度は、法人税において法人税法第６９条第１８項の規定によ

る控除又は同条第１９項の規定による加算をすべき事業年度と、原則として一致

すべきものであること。

(９) 通算法人（通算法人であった内国法人を含む。以下(９)において同じ。）が

合併により解散した場合、通算法人の残余財産が確定した場合又は通算法人が公

益法人等に該当することとなった場合においても、(１)から(８)までに留意する

ものであること。（法３２１の８㊼・㊽）
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５３ 各事業年度 の開始の日前に開始した事業年度 ５３ 各事業年度又は各連結事業年度の開始の日前に開始した事業年度又は連結事業

の内国法人の法人税割額について減額更正をした場合において、当該更正によ 年度の内国法人の法人税割額について減額更正をした場合において、当該更正によ

り減少する部分の金額のうち事実を仮装して経理した金額に係るもの（以下５３に り減少する部分の金額のうち事実を仮装して経理した金額に係るもの（以下５３に

おいて「仮装経理法人税割額」という。）については、当該各事業年度 おいて「仮装経理法人税割額」という。）については、当該各事業年度又は当該各

（当該更正の日以後に終了する事業年度 に限る。） 連結事業年度（当該更正の日以後に終了する事業年度又は連結事業年度に限る。）

の法人税割額から（５）に掲げる場合に還付又は充当すべきこととなった金額を除 の法人税割額から（５）に掲げる場合に還付又は充当すべきこととなった金額を除

いて控除することとされているが、その運用に当たっては、次の諸点に留意するこ いて控除することとされているが、その運用に当たっては、次の諸点に留意するこ

と。（法３２１の８㊾・○54～○58） と。（法３２１の８㉗・㉝～㊲）

(１) 仮装経理法人税割額とは、法人税において事実を仮装して経理した金額に係 (１) 仮装経理法人税割額とは、法人税において事実を仮装して経理した金額に係

る法人税額 として算定され、法人税法第１３５条第１項に規定 る法人税額又は連結法人税額として算定され、法人税法第１３５条第１項に規定

する仮装経理法人税額に対応する法人税割額をいうものであること。（令４８の する仮装経理法人税額に対応する法人税割額をいうものであること。（令９の８

１４ ）この場合において、法人税にあっては、仮装経理に基づく過大申 ・４８の１４）この場合において、法人税にあっては、仮装経理に基づく過大申

告の場合の更正に伴って、前１年以内の法人税額 を限度とする 告の場合の更正に伴って、前１年以内の法人税額又は連結法人税額を限度とする

還付の制度があるが、法人の市町村民税については、この制度をとっていないの 還付の制度があるが、法人の市町村民税については、この制度をとっていないの

で、法人税法第１３５条第２項の規定により還付される金額を含めた法人税額 で、法人税法第１３５条第２項の規定により還付される金額を含めた法人税額又

に対応する法人税割額を繰り越して控除 は連結法人税額に係る個別帰属法人税額に対応する法人税割額を繰り越して控除

するものであることに留意すること。（法人税法１３５②） するものであることに留意すること。（法人税法１３５②）

(２) 控除は、更正の日以後終了する事業年度 の確定申告に係る (２) 控除は、更正の日以後終了する事業年度又は連結事業年度の確定申告に係る

法人税割額（当該確定申告に係る申告書を提出すべき事業年度 法人税割額（当該確定申告に係る申告書を提出すべき事業年度又は連結事業年度

の修正申告及び更正又は決定による法人税割額を含む。）から行うものであるこ の修正申告及び更正又は決定による法人税割額を含む。）から行うものであるこ

と。（法３２１の８㊾） と。（法３２１の８㉗）

(３) 略 (３) 略

(４) 各事業年度 の終了の日以前に行われた適格合併に係る被 (４) 各事業年度又は各連結事業年度の終了の日以前に行われた適格合併に係る被

合併法人の当該適格合併の日前に開始した事業年度 の法人税割 合併法人の当該適格合併の日前に開始した事業年度又は連結事業年度の法人税割

につき更正を受けた場合の仮装経理法人税割額についても、合併法人の法人税割 につき更正を受けた場合の仮装経理法人税割額についても、合併法人の法人税割

額から控除されるものであること。（法３２１の８㊾） 額から控除されるものであること。（法３２１の８㉗）
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(５) 仮装経理法人税割額の還付又は充当については次の場合について行うものと (５) 仮装経理法人税割額の還付又は充当については次の場合について行うものと

すること。 すること。

ア 更正の日の属する事業年度 開始の日から５年を経過する日 ア 更正の日の属する事業年度又は連結事業年度開始の日から５年を経過する日

の属する事業年度 の法人の市町村民税の確定申告書の提出期 の属する事業年度又は連結事業年度の法人の市町村民税の確定申告書の提出期

限が到来した場合（法３２１の８○55） 限が到来した場合（法３２１の８㉞）

イ 残余財産が確定したときは、その残余財産の確定の日の属する事業年度の法 イ 残余財産が確定したときは、その残余財産の確定の日の属する事業年度の法

人の市町村民税の確定申告書の提出期限が到来した場合（法３２１の８○55） 人の市町村民税の確定申告書の提出期限が到来した場合（法３２１の８㉞）

ウ 合併による解散（適格合併による解散を除く。）をしたときは、その合併の ウ 合併による解散（適格合併による解散を除く。）をしたときは、その合併の

日の前日の属する事業年度の法人の市町村民税の確定申告書の提出期限が到来 日の前日の属する事業年度の法人の市町村民税の確定申告書の提出期限が到来

した場合（法３２１の８○55） した場合（法３２１の８㉞）

エ 破産手続開始の決定による解散をしたときは、その破産手続開始の決定の日 エ 破産手続開始の決定による解散をしたときは、その破産手続開始の決定の日

の属する事業年度の法人の市町村民税の確定申告書の提出期限が到来した場合 の属する事業年度の法人の市町村民税の確定申告書の提出期限が到来した場合

（法３２１の８○55） （法３２１の８㉞）

オ 普通法人又は協同組合等が法人税法第２条第６号に規定する公益法人等に該 オ 普通法人又は協同組合等が法人税法第２条第６号に規定する公益法人等に該

当することとなったときは、その該当することとなった日の前日の属する事業 当することとなったときは、その該当することとなった日の前日の属する事業

年度の法人の市町村民税の確定申告書の提出期限が到来した場合（法３２１の 年度の法人の市町村民税の確定申告書の提出期限が到来した場合（法３２１の

８○55） ８㉞）

カ アからオまでの場合において、法人の市町村民税の確定申告書の提出期限後 カ アからオまでの場合において、法人の市町村民税の確定申告書の提出期限後

に当該法人の市町村民税の確定申告書の提出があった場合、又は当該法人の市 に当該法人の市町村民税の確定申告書の提出があった場合、又は当該法人の市

町村民税の確定申告書に係る事業年度 の法人税割につい 町村民税の確定申告書に係る事業年度若しくは連結事業年度の法人税割につい

て法第３２１条の１１第２項の規定による決定があった場合（法３２１の８○55 て法第３２１条の１１第２項の規定による決定があった場合（法３２１の８㉞

） ）

キ 法第３２１条の８第５６項各号に掲げる事実が生じたときに、その事実が生 キ 法第３２１条の８第３５項各号に掲げる事実が生じたときに、その事実が生

じた日以後１年以内に法人から還付の請求があり、その請求に理由がある場合 じた日以後１年以内に法人から還付の請求があり、その請求に理由がある場合

（法３２１の８○58） （法３２１の８㊲）

５４ 市町村は、法人税額 に係る租税条約の実施に係る還付す ５４ 市町村は、法人税額又は個別帰属法人税額に係る租税条約の実施に係る還付す
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べき金額が生ずるときは、当該金額を更正の日の属する事業年度 べき金額が生ずるときは、当該金額を更正の日の属する事業年度若しくは連結事業

の開始の日から１年以内に開始する各事業年度 の法人税割 年度の開始の日から１年以内に開始する各事業年度又は各連結事業年度の法人税割

額から順次控除することとされているが、その運用に当たっては、次の諸点に留意 額から順次控除することとされているが、その運用に当たっては、次の諸点に留意

すること。（法３２１の８○50～○52・○59） すること。（法３２１の８㉘～㉜・㊳）

(１) 租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する (１) 租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する

法律（昭和４４年法律第４６号）第７条第１項に規定する合意に基づき国税通則 法律（昭和４４年法律第４６号）第７条第１項に規定する合意に基づき国税通則

法第２４条又は第２６条の規定による更正が行われた場合とは、同項の規定によ 法第２４条又は第２６条の規定による更正が行われた場合とは、同項の規定によ

り税務署長が国税通則法第２４条又は第２６条の規定により更正した場合をいう り税務署長が国税通則法第２４条又は第２６条の規定により更正した場合をいう

ものであること。（法３２１の８○50 ） ものであること。（法３２１の８㉘・㉙）

(２) 更正の請求があった日の翌日から起算して３月を経過した日以後に更正を行 (２) 更正の請求があった日の翌日から起算して３月を経過した日以後に更正を行

った場合には、法第３２１条の８第５０項 の規定は適用されないも った場合には、法第３２１条の８第２８項及び第２９項の規定は適用されないも

のであること。 のであること。

なお、更正の請求がなく更正を行った場合には、常に同項 の規定は適用され なお、更正の請求がなく更正を行った場合には、常にこれらの規定は適用され

るものであること。（法３２１の８○50 ） るものであること。（法３２１の８㉘・㉙）

(３) 法第３２１条の１１第１項又は第３項の規定による更正をした場合において (３) 法第３２１条の１１第１項又は第３項の規定による更正をした場合において

、法第３２１条の８第５０項 の規定の適用を受ける金額があるとき 、法第３２１条の８第２８項又は第２９項の規定の適用を受ける金額があるとき

は、法第３２１条の１１第４項の通知の際に法第３２１条の８第５０項 は、法第３２１条の１１第４項の通知の際に法第３２１条の８第２８項又は第２

の規定の適用がある旨及び同項 の規定により繰越控除の対象となる金額を ９項の規定の適用がある旨及びこれらの規定により繰越控除の対象となる金額を

併せて通知するものであること。 併せて通知するものであること。

(４) 法人が適格合併により解散をした後に法第３２１条の８第５０項及び第５１ (４) 法人が適格合併により解散をした後に法第３２１条の８第２８項から第３０

項 に規定する法第３２１条の１１第１項又は第３項の規定による更正があっ 項までに規定する法第３２１条の１１第１項又は第３項の規定による更正があっ

た場合にも控除が認められるものであること。（法３２１の○52） た場合にも控除が認められるものであること。（法３２１の８㉛）

(５) 繰越控除は、各事業年度 の確定申告に係る法人税割額か (５) 繰越控除は、各事業年度又は各連結事業年度の確定申告に係る法人税割額か

らのみ行うものであること。 らのみ行うものであること。

なお、法人税割額からの税額控除としては、控除対象所得税額等相当額 なお、法人税割額からの税額控除としては、控除対象所得税額等相当額又は個

の控除、外国税額控除及び税額控除不足額相当額の 別控除対象所得税額等相当額の控除、外国税額控除
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控除、仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税割額の控除並びに租 、仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税割額の控除及び 租

税条約の実施に係る還付すべき金額の控除があるが、まず控除対象所得税額等相 税条約の実施に係る還付すべき金額の控除があるが、まず控除対象所得税額等相

当額 、外国税額及び税額控除不足額相 当額又は個別控除対象所得税額等相当額の控除、外国税額

当額、仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税割額の順に控除をし 、仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税割額の順に控除をし

、既に納付すべきことが確定している法人税割額がある場合にはこれを控除した 、既に納付すべきことが確定している法人税割額がある場合にはこれを控除した

後に、租税条約の実施に係る還付すべき金額を控除するものであること。（法３ 後に、租税条約の実施に係る還付すべき金額を控除するものであること。（法３

２１の８○53） ２１の８㉜）

また、税額控除超過額相当額の法人税割額への加算は、上記の税額控除の前に

行うものであること。

５４の２ 市町村は、地域再生法の一部を改正する法律（平成２８年法律第３０号） ５４の２ 市町村は、地域再生法の一部を改正する法律（平成２８年法律第３０号）

の施行の日から令和７年３月３１日までの間に、法人税法の規定による青色申告書 の施行の日から令和７年３月３１日までの間に、法人税法の規定による青色申告書

の提出の承認を受けている法人 の提出の承認を受けている法人又は連結親法人（法人税法第２条第１２号の６の７

に規定する連結親法人をいう。以下５４の２において同じ。）若しくは当該連結親

法人との間に連結完全支配関係（法人税法第２条第１２号の７の７に規定する連結

完全支配関係をいう。）がある連結子法人（法人税法第２条第１２号の７に規定す

る連結子法人をいい、同条第１６号に規定する連結申告法人に限る。以下５４の２

が、地域再生法（平成１７年法律第２４号）第８条第１項に規定 において同じ。）が、地域再生法（平成１７年法律第２４号）第８条第１項に規定

する認定地方公共団体（以下５４の２において「認定地方公共団体」という。）に する認定地方公共団体（以下５４の２において「認定地方公共団体」という。）に

対して当該認定地方公共団体が行うまち・ひと・しごと創生寄附活用事業（当該認 対して当該認定地方公共団体が行うまち・ひと・しごと創生寄附活用事業（当該認

定地方公共団体の作成した同項に規定する認定地域再生計画に記載されている同法 定地方公共団体の作成した同項に規定する認定地域再生計画に記載されている同法

第５条第４項第２号に規定するまち・ひと・しごと創生寄附活用事業をいう。）に 第５条第４項第２号に規定するまち・ひと・しごと創生寄附活用事業をいう。）に

関連する寄附金（その寄附をした者がその寄附によって設けられた設備を専属的に 関連する寄附金（その寄附をした者がその寄附によって設けられた設備を専属的に

利用することその他特別の利益がその寄附をした者に及ぶと認められるものを除く 利用することその他特別の利益がその寄附をした者に及ぶと認められるものを除く

。以下５４の２において「特定寄附金」という。）を支出した場合には、当該特定 。以下５４の２において「特定寄附金」という。）を支出した場合には、当該特定

寄附金を支出した日を含む事業年度（解散（合併による解散を除く。）の日を含む 寄附金を支出した日を含む事業年度（解散（合併による解散を除く。）の日を含む

事業年度及び清算中の各事業年度を除く。以下５４の２において「寄附金支出事業 事業年度及び清算中の各事業年度を除く。以下５４の２において「寄附金支出事業
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年度」という。） 年度」という。）又は当該特定寄附金を支出した日を含む連結事業年度（以下５４

において、法附則第８条の２ の２において「寄附金支出連結事業年度」という。）において、法附則第８条の２

の２第４項から第６項 までの規定による控除（以下５４の２において「特定寄附 の２第７項から第１２項までの規定による控除（以下５４の２において「特定寄附

金税額控除」という。）を行うこととされているが、その運用に当たっては、次の 金税額控除」という。）を行うこととされているが、その運用に当たっては、次の

諸点に留意すること。 諸点に留意すること。

(１) 次に掲げる連結親法人又は連結子法人は、特定寄附金税額控除の適用を受け

られないものであること。（法附則８の２の２⑩）

ア 連結親法人の解散の日を含む連結事業年度における当該連結親法人

イ 連結子法人の解散の日を含む連結事業年度におけるその解散した連結子法人

ウ 清算中の連結子法人

(１) 特定寄附金税額控除は、法第３２１条の８第１項（同項に規定する予定申告 (２) 特定寄附金税額控除は、法第３２１条の８第１項（同項に規定する予定申告

法人に係る部分を除く。）、第３４項又は第３５項 の規定により申告納 法人に係る部分を除く。）、第４項、第２２項又は第２３項の規定により申告納

付すべき市町村民税の法人税割額（税額控除超過額相当額の加算をしないで計算 付すべき市町村民税の法人税割額

した金額とする。）からのみ行うものであること。（法附則８の２の２④ ） からのみ行うものであること。（法附則８の２の２⑦・⑨）

なお、特定寄附金税額控除の適用がある場合における法人税割額からの税額控 なお、特定寄附金税額控除の適用がある場合における法人税割額からの税額控

除は、まず特定寄附金税額控除による控除をし、次に控除対象所得税額等相当額 除は、まず特定寄附金税額控除による控除をし、次に控除対象所得税額等相当額

、外国税額及び税額控除不足額相当額、仮装 又は個別控除対象所得税額等相当額、外国税額 、仮装

経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税割額の順に控除をし、既に納付 経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税割額の順に控除をし、既に納付

すべきことが確定している法人税割額がある場合にはこれを控除した後に、租税 すべきことが確定している法人税割額がある場合にはこれを控除した後に、租税

条約の実施に係る還付すべき金額を控除するものであること。（法附則８の２の 条約の実施に係る還付すべき金額を控除するものであること。（法附則８の２の

２⑥） ２⑫）

(２) 特定寄附金税額控除による控除額は、特定寄附金の額の合計額（２以上の市 (３) 特定寄附金税額控除による控除額は、特定寄附金の額の合計額（２以上の市

町村において事務所又は事業所を有する法人にあっては、当該合計額を法第３２ 町村において事務所又は事業所を有する法人にあっては、当該合計額を法第３２

１条の１３第１項の規定による市町村民税の法人税割の分割の基準となる従業者 １条の１３第１項の規定による市町村民税の法人税割の分割の基準となる従業者

の数に按分して計算した金額）の１００分の３４．３に相当する金額とすること の数に按分して計算した金額）の１００分の３４．３に相当する金額とすること

。ただし、当該控除額が当該法人の当該寄附金支出事業年度 。ただし、当該控除額が当該法人の当該寄附金支出事業年度又は当該寄附金支出
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の特定寄附金税額控除、税額控除超過額相当額の加算、控除対象所 連結事業年度の特定寄附金税額控除 、控除対象所

得税額等相当額 の控除、外国税額控除及び税 得税額等相当額又は個別控除対象所得税額等相当額の控除、外国税額控除

額控除不足額相当額の控除、仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人 、仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人

税割額の控除並びに租税条約の実施に係る還付すべき金額の控除をしないで計算 税割額の控除及び 租税条約の実施に係る還付すべき金額の控除をしないで計算

した場合の市町村民税の法人税割額（当該法人税割額のうちに法人税法第８９条 した場合の市町村民税の法人税割額（当該法人税割額のうちに法人税法第８９条

（同法第１４５条の５において準用する場合を含む。）の申告書に係る法人税額 （同法第１４５条の５において準用する場合を含む。）の申告書に係る法人税額

が含まれている場合には、当該法人税額をないものとして計算した場合の市町村 が含まれている場合には、当該法人税額をないものとして計算した場合の市町村

民税の法人税割額とする。）の１００分の２０を超えるときは、その控除する金 民税の法人税割額とする。）の１００分の２０を超えるときは、その控除する金

額は当該１００分の２０に相当する金額とすること。（法附則８の２の２④ 額は当該１００分の２０に相当する金額とすること。（法附則８の２の２⑦・⑨

） ）

(３) 特定寄附金税額控除の適用を受けられるのは、仮決算に係る中間申告書、確 (４) 特定寄附金税額控除の適用を受けられるのは、仮決算に係る中間申告書、確

定申告書（控除を受ける金額を増加させる修正申告書又は更正請求書を提出する 定申告書（控除を受ける金額を増加させる修正申告書又は更正請求書を提出する

場合には、当該修正申告書又は更正請求書を含む。）に控除の対象となる特定寄 場合には、当該修正申告書又は更正請求書を含む。）に控除の対象となる特定寄

附金の額、控除を受ける金額及び当該金額の計算に関する明細を記載した規則第 附金の額、控除を受ける金額及び当該金額の計算に関する明細を記載した規則第

２０号の５様式及び当該書類に記載された寄附金が特定寄附金に該当することを ２０号の５様式及び当該書類に記載された寄附金が特定寄附金に該当することを

証する書類として認定地方公共団体が当該寄附金の受領について地域再生法施行 証する書類として認定地方公共団体が当該寄附金の受領について地域再生法施行

規則（平成１７年内閣府令第５３号）第１４条第１項の規定により交付する書類 規則（平成１７年内閣府令第５３号）第１４条第１項の規定により交付する書類

の写しの添付がある場合に限ること。また、(２)の控除額の計算の基礎となる特 の写しの添付がある場合に限ること。また、(３)の控除額の計算の基礎となる特

定寄附金の額は、仮決算に係る中間申告書又は確定申告書に添付されたこれらの 定寄附金の額は、仮決算に係る中間申告書又は確定申告書に添付されたこれらの

書類に記載された特定寄附金の額を限度とすること。（法附則８の２の２⑤ 書類に記載された特定寄附金の額を限度とすること。（法附則８の２の２⑧・⑪

） ）

５６ 法人が通算制度の適用を受ける場合には、法人税法第５７条第６項の規定によ ５６ 法人が連結納税の適用を受ける場合には、法人税法第８１条の９第２項及び同

り、同項に規定する時価評価除外法人に該当しない法人については、当該法人の通 条第４項に定める場合を除くほか、当該法人の連結納税適用前に生じた欠損金額又

算承認の効力が生じた日前に開始した各事業年度において生じた欠損金額は、通算 は災害損失欠損金額は連結所得の計算上損金の額に算入できないこととされている

承認の効力が生じた日以後に開始する各事業年度の法人税の所得の計算上損金の額 が、法人の市町村民税については、当該損金の額に算入できない欠損金額又は災害

に算入できないこととされており、また、時価評価除外法人に該当する法人であっ 損失欠損金額を基に算定した控除対象個別帰属調整額を１０年間に限って法人税割
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ても、同条第８項の規定により、通算承認の効力が生じた後に当該通算法人と他の の課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額から控除することとしていること

通算法人が共同で事業を行う場合等に該当しない場合において、当該法人が同項に 。（法３２１の８⑤）

規定する支配関係発生日以後に新たな事業を開始した場合には、通算承認の効力が なお、この場合において次の諸点に留意すること。

生じた日前に開始した各事業年度において生じた欠損金額は、一部を除き通算承認 (１) 控除対象個別帰属調整額の算定の基礎となる欠損金額には、法人税法第５７

の効力が生じた日以後に開始する各事業年度の法人税の所得の計算上損金の額に算 条第２項の規定により欠損金額とみなされたもの（最初連結事業年度の開始の日

入できないこととされているが、法人の市町村民税については、これらの損金の額 後に法人税法に規定する適格合併又は法人との間に完全支配関係がある他の法人

に算入できないこととされた欠損金額（以下５６において「通算適用前欠損金額」 の残余財産が確定（以下５６、５６の２及び５６の３において「適格合併等」と

という。）を基に算定した控除対象通算適用前欠損調整額を１０年間に限って法人 いう。）がした場合の欠損金額は除く。）及び同条第６項の規定により欠損金額

税割の課税標準となる法人税額から控除するものであること。（法３２１の８③） とみなされたものを含み、同条第４項又は第５項の規定によりないものとされる

なお、この場合において次の諸点に留意すること。 ものは含まないものであること。また、控除対象個別帰属調整額の算定の基礎と

(１) 通算適用前欠損金額の計算の基礎となる欠損金額には、法人税法第５７条第 なる災害損失欠損金額には、同法第５８条第２項の規定により災害損失欠損金額

２項の規定により欠損金額とみなされたものを含み、同条第４項、第５項又は第 とみなされたもの（最初連結事業年度の開始の日後に適格合併等が行われた場合

９項の規定によりないものとされたものを含まないものであること。 の災害損失欠損金額を除く。）を含み、同条第３項の規定によりないものとされ

また、通算適用前欠損金額が生じた事業年度について法人税の確定申告書が提 たものは含まないものであること。

出され、かつ、その後において連続して法人税の確定申告書が提出されている場 (２) 適格合併等が行われた場合において、被合併法人又は残余財産が確定した法

合における当該欠損金額に限るものであること。（令４８の１１） 人（以下５６、５６の２及び５６の３において「被合併法人等」という。）につ

(２) 平成３０年４月１日前に開始した事業年度において生じた欠損金額に係る控 いて控除対象個別帰属調整額（当該適格合併等の日前１０年以内に開始した事業

除対象通算適用前欠損調整額については、当該事業年度開始の日前９年以内に開 年度に係る当該控除対象個別帰属調整額のうち、被合併法人等において繰越控除

始した事業年度において生じた欠損金額に係る控除対象通算適用前欠損調整額に された金額を控除した金額に限る。）があるときは、当該控除対象個別帰属調整

限り法人税割の課税標準となる法人税額から控除できるものであること。（令和 額は、合併法人又は残余財産が確定した法人の株主である法人（５６の２及び５

２年９月改正令附則５⑫） ６の３において「合併法人等」という。）の市町村民税の法人税割の課税標準で

(３) 控除対象通算適用前欠損調整額は、通算適用前欠損金額に、通算承認の効力 ある法人税額又は個別帰属法人税額から繰越控除するものであること。（法３２

が生じた日以後最初に終了する事業年度（以下５６において「最初通算事業年度 １の８⑦）

」という。）終了の日（次に掲げる控除対象通算適用前欠損調整額については、 (３) 控除対象個別帰属調整額は、法人の最初連結事業年度において法人税法第８

次に定める日）における法第３２１条の８第４項各号に掲げる当該法人の区分に １条の９第２項の適用がないことを証する書類を添付した法人の市町村民税の確

応じ、それぞれ当該各号に定める率を乗じて算定するものであること。（法３２ 定申告書を提出し、かつ、その後連続して法人の市町村民税の確定申告書を提出
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１の８④） している場合に限り、法人税割の課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額

ア ２以上の最初通算事業年度がある場合のそれぞれの通算適用前欠損金額に係 から控除することができるものであること。なお、２以上の最初連結事業年度が

る控除対象通算適用前欠損調整額 それぞれの通算適用前欠損金額が生じた事 ある場合は、それぞれの連結適用前欠損金額又は連結適用前災害損失欠損金額が

業年度後最初の最初通算事業年度終了の日（法３２１の８④） 生じた事業年度後最初の最初連結事業年度においてのみ法人税法第８１条の９第

イ 通算承認の効力が生じた日の属する事業年度終了の日後に新たな事業を開始 ２項の適用がないことを証する書類を添付した法人の市町村民税の確定申告書を

した場合の法人税法第５７条第８項の規定によりないものとされた通算適用前 提出することで足りるものであること。（法３２１の８⑧）

欠損金額に係る控除対象通算適用前欠損調整額 新たな事業を開始した日以後 (４) 法人税法第８１条の９第２項の適用がないことを証する書類として確定申告

最初に終了する事業年度終了の日（令４８の１１の３①） 書に添付するものには、連結親法人が最初連結事業年度において国の税務官署に

ウ 最初通算事業年度について仮決算に係る中間申告をする場合の控除対象通算 提出する法人税の明細書（別表７の２付表１）の写し、連結親法人の設立後に連

適用前欠損調整額 当該事業年度（通算子法人の場合には、当該事業年度開始 結子法人が設立されたことを確認することができる書類等が考えられること。

の日の属する通算親法人の事業年度）開始の日以後６月を経過した日（以下こ 当該法人税の明細書の写しにより法人税法第８１条の９第２項の適用がないこ

の節において「６月経過日」という。）の前日（令４８の１１の３②） とを判定する場合には、「連結法人名」の欄に当該法人の名称が記載されていな

また、最初通算事業年度について仮決算に係る中間申告をし、その後の確定申 いことを確認する必要があること。

告において法人税割の課税標準となる法人税額から控除対象通算適用前欠損調整 なお、株式移転制度は平成１１年１０月１日から導入されたものであるから、

額を控除する場合には、上記ウの控除対象通算適用前欠損調整額を控除するので 同日前に設立された連結親法人との間に連結完全支配関係がある連結子法人につ

はなく、通算適用前欠損金額に、最初通算事業年度終了の日における法第３２１ いては、当該連結親法人の設立年月日を確認することができる書類の添付で足り

条の８第４項各号に掲げる当該法人の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める率 るものであること。（法３２１の８⑧）

を乗じて算定した控除対象通算適用前欠損調整額を控除するものであること。 (５) 仮決算に係る中間申告書に係る法人税割の課税標準となる法人税額から控除

(４) 適格合併又は完全支配関係がある他の法人の残余財産の確定（以下この節に した控除対象個別帰属調整額は、確定申告に係る法人税割の課税標準である法人

おいて「適格合併等」という。）が行われた場合において、被合併法人又は残余 税額からも控除するものであること。

財産が確定した法人（以下この節において「被合併法人等」という。）について

控除対象通算適用前欠損調整額（当該適格合併の日前又は当該残余財産の確定の

日の翌日前１０年以内に開始した事業年度（以下この節において「前１０年内事

業年度」という。）に係る当該控除対象通算適用前欠損調整額のうち、被合併法

人等において繰越控除された金額を控除した金額に限る。）があるときは、当該

控除対象通算適用前欠損調整額は、合併法人又は残余財産が確定した法人の株主
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である法人（以下この節において「合併法人等」という。）の法人税割の課税標

準となる法人税額から繰越控除するものであること。（法３２１の８⑤）

(５) 控除対象通算適用前欠損調整額は、通算適用前欠損金額の生じた事業年度後

最初の最初通算事業年度について法人税法第５７条第６項又は第８項の規定の適

用があることを証する書類を添付した法人の市町村民税の確定申告書を提出し、

かつ、その後において連続して法人の市町村民税の確定申告書を提出している場

合に限り、法人税割の課税標準となる法人税額から控除することができるもので

あること。（法３２１の８⑥）

なお、次の諸点に留意すること。

ア ２以上の最初通算事業年度がある場合は、それぞれの通算適用前欠損金額が

生じた事業年度後最初の最初通算事業年度において法人税法第５７条第６項又

は第８項の規定の適用があることを証する書類を添付した法人の市町村民税の

確定申告書を提出するものであること。

イ 通算承認の効力が生じた日の属する事業年度終了の日後に新たな事業を開始

した場合の法人税法第５７条第８項の規定によりないものとされた通算適用前

欠損金額に係る控除対象通算適用前欠損調整額については、新たな事業を開始

した日以後最初に終了する事業年度について、同項の規定の適用があることを

証する書類を添付した法人の市町村民税の確定申告書を提出するものであるこ

と。（令４８の１１の６）

(６) 法人税法第５７条第６項又は第８項の規定の適用があることを証する書類と

して確定申告書に添付するものには、法人が最初通算事業年度又は新たな事業を

開始した日以後最初に終了する事業年度において国の税務官署に提出する法人税

の明細書（別表７(２)）の写し、それらの事業年度の直前の事業年度における法

人税の明細書（別表７(１)、(２)）の写し等が考えられること。

５６の２ 通算完全支配関係（通算完全支配関係に準ずる関係を含む。以下５６の２ ５６の２ 控除対象個別帰属税額（零（個別帰属特別控除取戻税額等がある場合にあ

において同じ。）がある時価評価除外法人に該当しない法人を被合併法人等とする っては、当該個別帰属特別控除取戻税額等）から調整前個別帰属法人税額を差し引
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適格合併等があった場合（当該適格合併の日の前日又は当該残余財産の確定した日 いた額で零を超えるものをいう。以下５６の２において同じ。）が生じた場合にお

が被合併法人等が通算親法人との間に通算完全支配関係を有することとなった日の いては、法人の市町村民税について、当該控除対象個別帰属税額を１０年間に限っ

前日から当該有することとなった日の属する当該通算親法人の事業年度終了の日ま て法人税割の課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額から控除することとし

での期間内の日である場合等に限る。）には、法人税法第５７条第７項の規定によ ていること。（法３２１の８⑨）

り、被合併法人等の前１０年内事業年度において生じた欠損金額は、合併法人等の なお、この場合において次の諸点に留意すること。

欠損金額とみなされず、法人税の所得の計算上損金の額に算入できないこととされ (１) 適格合併等が行われた場合において、被合併法人等について控除対象個別帰

ているが、法人の市町村民税については、当該損金の額に算入できないこととされ 属税額（当該適格合併等の日前１０年以内に開始した連結事業年度に係る当該控

た欠損金額（同項第１項に係る部分に限る。以下５６の２において「合併等前欠損 除対象個別帰属税額のうち、被合併法人等において繰越控除された金額を控除し

金額」という。）を合併法人等の合併等前欠損金額とみなして、当該合併等前欠損 た金額に限る。）があるときは、当該控除対象個別帰属税額は、合併法人等の市

金額を基に算定した控除対象合併等前欠損調整額を１０年間に限って法人税割の課 町村民税の法人税割の課税標準である法人税額又は個別帰属法人税額から繰越控

税標準となる法人税額から控除するものであること。（法３２１の８⑦・⑧） 除するものであること。（法３２１の８⑩）

なお、この場合において次の諸点に留意すること。 (２) 控除対象個別帰属税額は、当該控除対象個別帰属税額が生じた連結事業年度

(１) 合併等前欠損金額の計算の基礎となる欠損金額には、法人税法第５７条第２ 以後において連続して法人の市町村民税の確定申告書を提出している場合に限り

項の規定により被合併法人等の欠損金額とみなされたものを含み、同条第４項、 、法人税割の課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額から控除することが

第５項又は第９項の規定によりないものとされたものを含まないものであること できるものであること。（法３２１の８⑪）

。 (３) 仮決算に係る中間申告書に係る法人税割の課税標準となる法人税額から控除

また、合併等前欠損金額が生じた事業年度について被合併法人等の法人税の確 した控除対象個別帰属税額は、確定申告に係る法人税割の課税標準である法人税

定申告書が提出され、かつ、その後において連続して被合併法人等の法人税の確 額からも控除するものであること。

定申告書が提出されている場合における当該欠損金額に限るものであること。（

令４８の１１の７）

(２) 平成３０年４月１日前に開始した事業年度において生じた欠損金額に係る控

除対象合併等前欠損調整額については、被合併法人等の適格合併の日前９年以内

又は残余財産確定の日の翌日前９年以内に開始した事業年度において生じた欠損

金額に限り、合併法人等において生じた合併等前欠損金額とみなして、当該合併

等前欠損金額に係る控除対象合併等前欠損調整額を法人税割の課税標準となる法

人税額から控除できるものであること。（令和２年９月改正令附則５⑮）
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(３) 控除対象合併等前欠損調整額は、合併等前欠損金額に、合併等事業年度（適

格合併の日の属する事業年度又は残余財産の確定の日の翌日の属する事業年度を

いう。以下５６の２において同じ。）終了の日における法第３２１条の８第４項

各号に掲げる当該法人の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める率を乗じて算定

するものであること。（法３２１の８⑨）

なお、合併等事業年度について仮決算に係る中間申告をする場合の控除対象合

併等前欠損調整額については、合併等前欠損金額に、６月経過日の前日における

法第３２１条の８第４項各号に掲げる当該法人の区分に応じ、それぞれ当該各号

に定める率を乗じて算定するものであること。（令４８の１１の１１）

また、合併等事業年度について仮決算に係る中間申告をし、その後の確定申告

において法人税割の課税標準となる法人税額から控除対象合併等前欠損調整額を

控除する場合には、上記の仮決算に係る中間申告をする場合の控除対象合併等前

欠損調整額を控除するのではなく、合併等前欠損金額に、合併等事業年度終了の

日における法第３２１条の８第４項各号に掲げる当該法人の区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める率を乗じて算定した控除対象合併等前欠損調整額を控除する

ものであること。

(４) 控除対象合併等前欠損調整額は、合併法人等が合併等事業年度において、合

併等前欠損金額について法人税法第５７条第７項の規定により同条第２項の規定

の適用がないことを証する書類を添付した法人の市町村民税の確定申告書を提出

し、合併等事業年度後最初の事業年度以後において連続して法人の市町村民税の

確定申告書を提出している場合に限り、法人税割の課税標準となる法人税額から

控除することができるものであること。（法３２１の８⑦・⑩）

(５) 法人税法第５７条第７項の規定により同条第２項の規定の適用がないことを

証する書類として確定申告書に添付するものには、通算法人が合併等事業年度に

国の税務官署に提出する法人税の明細書（別表７(２)）の写し、被合併法人等の

適格合併の日の前日の属する事業年度又は残余財産の確定の日の属する事業年度
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に係る法人税の明細書（別表７(１)）の写し等が考えられること。

５６の３ 通算法人に所得金額が生じ他の通算法人に欠損金額が生じる場合には、他

の通算法人に生じた欠損金額を当該通算法人に配分し、法人税法第６４条の５第１

項の規定により、当該配分された欠損金額を当該通算法人の所得の計算上損金の額

に算入し、同条第３項の規定により、当該他の通算法人が当該通算法人に配分した

欠損金額を当該他の通算法人の所得の計算上益金の額に算入することとされている

が、法人の市町村民税については、同条第１項の規定により所得の計算上損金の額

に算入された金額（(１)において「通算対象欠損金額」という。）を基に算定した

加算対象通算対象欠損調整額を法人税割の課税標準となる法人税額に加算すること

とし、同条第３項の規定により益金の額に算入された金額（以下５６の３において

「通算対象所得金額」という。）を基に算定した控除対象通算対象所得調整額を１

０年間に限って法人税割の課税標準となる法人税額から控除するものであること。

（法３２１の８⑪～⑬）

なお、この場合において次の諸点に留意すること。

(１) 加算対象通算対象欠損調整額は、通算対象欠損金額に、当該事業年度終了の

日における法第３２１条の８第４項各号に掲げる当該法人の区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める率を乗じて算定するものであること。（法３２１の８⑫）

なお、仮決算に係る中間申告をする場合の加算対象通算対象欠損調整額につい

ては、通算対象欠損金額に、６月経過日の前日における法第３２１条の８第４項

各号に掲げる当該法人の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める率を乗じて算定

するものであること。（令４８の１１の１２）

(２) 控除対象通算対象所得調整額は、通算対象所得金額に、当該通算対象所得金

額の生じた事業年度後最初の事業年度終了の日（次に掲げる控除対象通算対象所

得調整額については、次に定める日）における法第３２１条の８第１４項各号に

掲げる法人の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める率を乗じて算定するもので

あること。（法３２１の８⑭）
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ア 通算対象所得金額の生じた事業年度後最初の事業年度について仮決算に係る

中間申告をする場合の控除対象通算対象所得調整額 ６月経過日の前日（令４

８の１１の１４①）

イ 被合併法人等の通算対象所得金額の生じた事業年度終了の日が適格合併の日

の前日又は残余財産の確定の日である場合の被合併法人等の控除対象通算対象

所得調整額 当該通算対象所得金額の生じた事業年度終了の日（令４８の１１

の１４②）

また、通算対象所得金額の生じた事業年度後最初の事業年度について仮決算に

係る中間申告をし、その後の確定申告において法人税割の課税標準となる法人税

額から控除対象通算対象所得調整額を控除する場合には、上記アの控除対象通算

対象所得調整額を控除するのではなく、通算対象所得金額に、当該通算対象所得

金額の生じた事業年度後最初の事業年度終了の日における法第３２１条の８第１

４項各号に掲げる当該法人の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める率を乗じて

算定した控除対象通算対象所得調整額を控除するものであること。

(３) 適格合併等が行われた場合において、被合併法人等について控除対象通算対

象所得調整額（前１０年内事業年度に係る当該控除対象通算対象所得調整額のう

ち、被合併法人等において繰越控除された金額を控除した金額に限る。）がある

ときは、当該控除対象通算対象所得調整額は、合併法人等の法人税割の課税標準

となる法人税額から繰越控除するものであること。（法３２１の８⑮）

(４) 控除対象通算対象所得調整額は、法人が通算対象所得金額の生じた事業年度

について法人税法第６４条の５第３項の規定の適用があることを証する書類を添

付した法人の市町村民税の確定申告書を提出し、かつ、その後において連続して

法人の市町村民税の確定申告書を提出している場合に限り、法人税割の課税標準

となる法人税額から控除することができるものであること。（法３２１の８⑯）

(５) 法人税法第６４条の５第３項の規定の適用があることを証する書類として確

定申告書に添付するものには、法人が通算対象所得金額の生じた事業年度におい
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て国の税務官署に提出する法人税の明細書（別表７の３）の写し等が考えられる

こと。

５６の４ 通算法人の欠損金の繰越控除については、法人税法第６４条の７第１項第

２号の規定により通算グループ内の各通算法人に生じた欠損金額のうち特定欠損金

額（通算制度の開始・加入前に生じた欠損金額等で他の通算法人に配賦できないも

のをいう。）以外のもの（以下５６の４において「非特定欠損金額」という。）を

各通算法人に配賦し、当該配賦された欠損金額（以下５６の４において「非特定欠

損金配賦額」という。）に同項第３号ロに規定する非特定損金算入割合（以下５６

の４において「非特定損金算入割合」という。）を乗じた金額を法人税の所得の計

算上損金の額に算入することとされているが、法人の市町村民税については、通算

法人に配賦された非特定欠損金配賦額が当該通算法人に生じた非特定欠損金額を超

える場合、すなわち他の通算法人から非特定欠損金額を配賦された場合には、当該

超える額に非特定損金算入割合を乗じた金額（(１)において「被配賦欠損金控除額

」という。）を基に算定した加算対象被配賦欠損調整額を法人税割の課税標準とな

る法人税額に加算し、通算法人に配賦された非特定欠損金配賦額が当該通算法人に

生じた非特定欠損金額に満たない場合、すなわち他の通算法人に非特定欠損金額を

配賦した場合には、当該満たない額に非特定損金算入割合を乗じた金額（以下５６

の４において「配賦欠損金控除額」という。）を基にして算定した控除対象配賦欠

損調整額を１０年間に限って法人税割の課税標準となる法人税額から控除するもの

であること。（法３２１の８⑰・⑲）

なお、この場合において次の諸点に留意すること。

(１) 加算対象被配賦欠損調整額は、被配賦欠損金控除額に、当該事業年度終了の

日における法第３２１条の８第４項各号に掲げる当該法人の区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める率を乗じて算定するものであること。（法３２１の８⑱）

なお、仮決算に係る中間申告をする場合の加算対象被配賦欠損調整額について

は、被配賦欠損金控除額に、６月経過日の前日における法第３２１条の８第４項
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各号に掲げる当該法人の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める率を乗じて算定

するものであること。（令４８の１１の１７）

(２) 控除対象配賦欠損調整額は、配賦欠損金控除額に、当該配賦欠損金控除額の

生じた事業年度後最初の事業年度終了の日（次に掲げる控除対象配賦欠損調整額

については、次に定める日）における法第３２１条の８第１４項各号に掲げる当

該法人の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める率を乗じて算定するものである

こと。（法３２１の８⑳）

ア 配賦欠損金控除額の生じた事業年度後最初の事業年度について仮決算に係る

中間申告をする場合の控除対象配賦欠損調整額 ６月経過日の前日（令４８の

１１の１９①）

イ 被合併法人等の配賦欠損金控除額の生じた事業年度終了の日が適格合併の日

の前日又は残余財産の確定の日である場合の被合併法人等の控除対象配賦欠損

調整額 当該配賦欠損金控除額の生じた事業年度終了の日（令４８の１１の１

９②）

また、配賦欠損金控除額の生じた事業年度後最初の事業年度について仮決算に

係る中間申告をし、その後の確定申告において法人税割の課税標準となる法人税

額から控除対象配賦欠損調整額を控除する場合には、上記アの控除対象配賦欠損

調整額を控除するのではなく、配賦欠損金控除額に、当該配賦欠損金控除額の生

じた事業年度後最初の事業年度終了の日における法第３２１条の８第１４項各号

に掲げる当該法人の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める率を乗じて算定した

控除対象配賦欠損調整額を控除するものであること。

(３) 適格合併等が行われた場合において、被合併法人等について控除対象配賦欠

損調整額（前１０年内事業年度に係る当該控除対象配賦欠損調整額のうち、被合

併法人等において繰越控除された金額を控除した金額に限る。）があるときは、

当該控除対象配賦欠損調整額は、合併法人等の法人税割の課税標準である法人税

額から繰越控除するものであること。（法３２１の８㉑）
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(４) 控除対象配賦欠損調整額は、法人が配賦欠損金控除額の生じた事業年度につ

いて法人税法第５７条第１項の規定の適用があることを証する書類を添付した法

人の市町村民税の確定申告書を提出し、かつ、その後において連続して法人の市

町村民税の確定申告書を提出している場合に限り、法人税割の課税標準となる法

人税額から控除することができるものであること。（法３２１の８㉒）

(５) 法人税法第５７条第１項の規定の適用があることを証する書類として確定申

告書に添付するものには、法人が配賦欠損金控除額の生じた事業年度において国

の税務官署に提出する法人税の明細書（別表７(２)付表１）の写し等が考えられ

ること。

５６の５ 法人が法人税法第８０条又は第１４４条の１３の規定により欠損金の繰戻 ５６の３ 法人が法人税法第８０条又は第１４４条の１３の規定により欠損金の繰戻

しによる法人税額の還付を受けた場合 しによる法人税額の還付を受けた場合又は同法第８１条の３１の規定により還付を

には、内国法人にあっては 受ける金額のうち当該法人に帰せられる金額がある場合には、内国法人にあっては

内国法人の控除対象還付法人税額 を法人税割の課 、内国法人の控除対象還付法人税額又は控除対象個別帰属還付税額を法人税割の課

税標準となる法人税額 から、外国法人にあっては 外国法人 税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額から、外国法人にあっては、外国法人

の恒久的施設帰属所得に係る控除対象還付法人税額を恒久的施設帰属所得に対する の恒久的施設帰属所得に係る控除対象還付法人税額を恒久的施設帰属所得に対する

法人税額から、外国法人の恒久的施設非帰属所得に対する控除対象還付法人税額を 法人税額から、外国法人の恒久的施設非帰属所得に対する控除対象還付法人税額を

恒久的施設非帰属所得に対する法人税額から、それぞれ１０年間に限って控除する 恒久的施設非帰属所得に対する法人税額から、それぞれ１０年間に限って控除する

ものとされたのであるが、その趣旨は、所得税において純損失の繰戻しによる還付 ものとされたのであるが、その趣旨は、所得税において純損失の繰戻しによる還付

が認められた場合の所得割の取扱いと軌を一にするものであること。（法３２１の が認められた場合の所得割の取扱いと軌を一にするものであること。（法３２１の

８㉓ ） ８⑫・⑮）

なお、この場合において次の諸点に留意すること。 なお、この場合において次の諸点に留意すること。

(１) 適格合併等が行われた場合において、被合併法人等について内国法人の控除 (１) 適格合併等が行われた場合において、被合併法人等について内国法人の控除

対象還付法人税額、外国法人の恒久的施設帰属所得に係る控除対象還付法人税額 対象還付法人税額、外国法人の恒久的施設帰属所得に係る控除対象還付法人税額

又は 外国法人の恒久的施設非帰属所得に対する控除対象還付法人税額（当該 若しくは外国法人の恒久的施設非帰属所得に対する控除対象還付法人税額（当該

適格合併 の日前又は当該残余財産の確定の日の翌日前１０年以内に開始した事 適格合併等の日前 １０年以内に開始した事

業年度又は中間期間（法人税法第８０条第５項又は第１４４条の１３第１１項に 業年度 （法人税法第８０条第５項又は第１４４条の１３第１１項に
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規定する中間期間をいう。(２)において同じ。）に係る当該内国法人の控除対象 規定する中間期間を含む。 ）に係る当該内国法人の控除対象

還付法人税額、当該外国法人の恒久的施設帰属所得に係る控除対象還付法人税額 還付法人税額、当該外国法人の恒久的施設帰属所得に係る控除対象還付法人税額

又は当該外国法人の恒久的施設非帰属所得に対する控除対象還付法人税額のうち 又は当該外国法人の恒久的施設非帰属所得に対する控除対象還付法人税額のうち

、被合併法人等において繰越控除された金額を控除した金額に限る。） 、被合併法人等において繰越控除された金額を控除した金額に限る。）又は控除

対象個別帰属還付税額（当該適格合併等の日前１０年以内に開始した連結事業年

度（同法第８１条の３１第５項に規定する中間期間を含む。）に係る控除対象個

別帰属還付税額のうち、被合併法人等において繰越控除された金額を控除した金

があるときは、当該内国法人の控除対象還付法人税額、当該外国法 額に限る。）があるときは、当該内国法人の控除対象還付法人税額、当該外国法

人の恒久的施設帰属所得に係る控除対象還付法人税額又は 当該外国法人の恒 人の恒久的施設帰属所得に係る控除対象還付法人税額若しくは当該外国法人の恒

久的施設非帰属所得に対する控除対象還付法人税額 久的施設非帰属所得に対する控除対象還付法人税額又は控除対象個別帰属還付税

は、合併法人等の市町村民税について、内国法人にあっては 内国法人の控除 額は、合併法人等の市町村民税について、内国法人にあっては、内国法人の控除

対象還付法人税額 を法人税割の課税標準となる法 対象還付法人税額又は控除対象個別帰属還付税額を法人税割の課税標準となる法

人税額 から、外国法人にあっては 外国法人の恒久的施設 人税額又は個別帰属法人税額から、外国法人にあっては、外国法人の恒久的施設

帰属所得に係る控除対象還付法人税額を恒久的施設帰属所得に対する法人税額か 帰属所得に係る控除対象還付法人税額を恒久的施設帰属所得に対する法人税額か

ら、外国法人の恒久的施設非帰属所得に対する控除対象還付法人税額を恒久的施 ら、外国法人の恒久的施設非帰属所得に対する控除対象還付法人税額を恒久的施

設非帰属所得に対する法人税額から、それぞれ繰越控除するものであること。（ 設非帰属所得に対する法人税額から、それぞれ繰越控除するものであること。（

法３２１の８㉔ ） 法３２１の８⑬・⑯）

(２) 内国法人の控除対象還付法人税額、外国法人の恒久的施設帰属所得に係る控 (２) 内国法人の控除対象還付法人税額、外国法人の恒久的施設帰属所得に係る控

除対象還付法人税額又は外国法人の恒久的施設非帰属所得に対する控除対象還付 除対象還付法人税額又は外国法人の恒久的施設非帰属所得に対する控除対象還付

法人税額は、 当該内国法人の控除対象還付法人税額、当該外国法人の恒 法人税額にあっては、当該内国法人の控除対象還付法人税額、当該外国法人の恒

久的施設帰属所得に係る控除対象還付法人税額又は当該外国法人の恒久的施設非 久的施設帰属所得に係る控除対象還付法人税額又は当該外国法人の恒久的施設非

帰属所得に対する控除対象還付法人税額の計算の基礎となった欠損金額に係る事 帰属所得に対する控除対象還付法人税額の計算の基礎となった欠損金額に係る事

業年度又は中間期間開始の日の属する事業年度以後において連続して法人の市町 業年度 以後において連続して法人の市町

村民税の確定申告書を提出している場合に限り、 村民税の確定申告書を提出している場合に限り、控除対象個別帰属還付税額にあ

っては、当該控除対象個別帰属還付税額の計算の基礎となった連結欠損金額に係

る連結事業年度以後において連続して法人の市町村民税の確定申告書を提出して
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内国法人にあっては 法人税割の課税標準となる法人税額 いる場合に限り、内国法人にあっては、法人税割の課税標準となる法人税額又は

から、外国法人にあっては 恒久的施設帰属所得に対する法人 個別帰属法人税額から、外国法人にあっては、恒久的施設帰属所得に対する法人

税額又は恒久的施設非帰属所得に対する法人税額から、それぞれ控除することが 税額又は恒久的施設非帰属所得に対する法人税額から、それぞれ控除することが

できるものであること。（法３２１の８㉕ ） できるものであること。（法３２１の８⑭・⑰）

(３) 仮決算に係る中間申告書に係る法人税割の課税標準となる法人税額から控除 (３) 仮決算に係る中間申告書に係る法人税割の課税標準となる法人税額から控除

した内国法人の控除対象還付法人税額、外国法人の恒久的施設帰属所得に係る控 した内国法人の控除対象還付法人税額、外国法人の恒久的施設帰属所得に係る控

除対象還付法人税額又は 外国法人の恒久的施設非帰属所得に対する控除対象 除対象還付法人税額若しくは外国法人の恒久的施設非帰属所得に対する控除対象

還付法人税額 は、確定申告に係る法人税割の課税 還付法人税額又は控除対象個別帰属還付税額は、確定申告に係る法人税割の課税

標準である法人税額からも控除するものであることに留意すること。 標準である法人税額からも控除するものであることに留意すること。

５６の６ 通算法人が法人税法第８０条の規定により法人税額について欠損金の繰戻

しによる還付を受けた場合には、法人の市町村民税については５６の５と同様にこ

の制度をとらず、当該通算法人の事業年度又は中間期間（同条第５項に規定する中

間期間をいう。以下５６の６において同じ。）に生じた欠損金額で同条第１２項の

規定により計算した還付を受けるべき金額の計算の基礎となった金額と同条第１３

項の規定により計算した還付を受けるべき金額の計算の基礎となった金額の合計額

（以下５６の６において「還付対象欠損金額」という。）を基に算定した控除対象

還付対象欠損調整額を１０年間に限って法人税割の課税標準となる法人税額から控

除するものであること。（法３２１の８㉖）

なお、この場合において次の諸点に留意すること。

(１) 控除対象還付対象欠損調整額は、還付対象欠損金額に当該還付対象欠損金額

の生じた事業年度又は中間期間後最初に開始する事業年度終了の日（次に掲げる

控除対象還付対象欠損調整額については、次に定める日）における法第３２１条

の８第１４項各号に掲げる当該法人の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める率

を乗じて算定するものであること。（法３２１の８㉗）

ア 還付対象欠損金額の生じた事業年度又は中間期間後最初に開始する事業年度

について仮決算に係る中間申告をする場合の控除対象還付対象欠損調整額 ６
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月経過日の前日（令４８の１１の２６①）

イ 被合併法人等の還付対象欠損金額の生じた事業年度終了の日が適格合併の日

の前日又は残余財産の確定の日である場合の被合併法人等の控除対象還付対象

欠損調整額 当該還付対象欠損金額の生じた事業年度終了の日（令４８の１１

の２６②）

また、還付対象欠損金額の生じた事業年度又は中間期間後最初に開始する事業

年度について仮決算に係る中間申告をし、その後の確定申告において法人税割の

課税標準となる法人税額から控除対象還付対象欠損調整額を控除する場合には、

上記アの控除対象還付対象欠損調整額を控除するのではなく、還付対象欠損金額

に、当該還付対象欠損金額の生じた事業年度又は中間期間後最初に開始する事業

年度終了の日における法第３２１条の８第１４項各号に掲げる当該法人の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める率を乗じて算定した控除対象還付対象欠損調整

額を控除するものであること。

(２) 適格合併等が行われた場合において、被合併法人等について控除対象還付対

象欠損調整額（適格合併の日前又は残余財産の確定の日の翌日前１０年以内に開

始した事業年度又は中間期間に係る控除対象還付対象欠損調整額のうち、被合併

法人等において繰越控除された金額を控除した金額に限る。）があるときは、合

併法人等の法人税割の課税標準である法人税額から繰越控除するものであること

。（法３２１の８㉘）

(３) 控除対象還付対象欠損調整額は、法人が還付対象欠損金額の生じた事業年度

又は中間期間開始の日の属する事業年度について法人の市町村民税の確定申告書

を提出し、かつ、その後において連続して法人の市町村民税の確定申告書を提出

している場合に限り、法人税割の課税標準となる法人税額から控除することがで

きるものであること。（法３２１の８㉙）

５６の７ 令和４年４月１日前に開始した事業年度（連結子法人の令和４年４月１日

以後に開始する事業年度のうち連結親法人の事業年度が令和４年４月１日前に開始
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したものを含む。）及び令和４年４月１日前に開始した連結事業年度（連結子法人

の令和４年４月１日以後に開始する連結事業年度のうち連結親法人の事業年度が令

和４年４月１日前に開始したものを含む。）において生じた控除対象個別帰属調整

額、控除対象個別帰属税額及び控除対象個別帰属還付税額については、令和４年４

月１日以後に開始する事業年度の法人税割の課税標準となる法人税額から控除する

ことができるものであること。（令和２年改正法附則１３④～⑥、令和２年９月改

正令附則５㉓・㉙・㉟）

５８ ５６から５６の７まで の場合の控除限度額は、次に掲げる区分に応じ、 ５８ ５６、５６の２及び５６の３の場合の控除限度額は、次に掲げる区分に応じ、

それぞれ次に定める額とすること。（法３２１の８③・⑧・⑬・⑲・㉓・㉖、法附 それぞれ次に定める額とすること。（法３２１の８⑤・⑨・⑫・⑮

則８③・④・８の２、令和２年改正法附則１３④～⑥、令４８の１１の２・４８の 、令４８の１１の２・４８の

１１の１０・４８の１１の１３・４８の１１の１８・４８の１１の２２・４８の１ １１の６・４８の１１の９・４８の１１の１２

１の２５、令附則５の２の４⑤～⑦・５の３、令和２年９月改正令附則５㉕・㉛・

㊲） ）

(１) 内国法人 法人税割の課税標準である法人税額について (１) 連結申告法人以外の内国法人 法人税割の課税標準である法人税額について

租税特別措置法第４２条の４第８項第６号ロ若しくは第７号（これらの規定を同 租税特別措置法第４２条の６第５項、第４２条の９第４項、第４２条の１２の４

条第１８項において準用する場合を含む。）、第４２条の１４第１項若しくは第 第５項

４項、第６２条第１項、第６２条の３第１項若しくは第９項又は第６３条第１項 、第６２条第１項、第６２条の３第１項若しくは第９項又は第６３条第１項

の規定により加算された金額がある場合には、当該法人税額から当該加算された の規定により加算された金額がある場合には、当該法人税額から当該加算された

金額を控除した額 金額を控除した額

(２) 連結申告法人 個別帰属法人税額について個別帰属特別控除取戻税額等があ

る場合には、当該個別帰属法人税額から当該個別帰属特別控除取戻税額等を控除

した額

(２)及び(３) 略 (３)及び(４) 略

なお、上記(１)から(３)までに掲げる租税特別措置法の規定により加算された金

額の他に、過去に改廃され、なお効力を有する又は従前の例によることとされてい

る租税特別措置法の規定により加算された金額がある場合は、当該加算された額を
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控除した額を控除限度額とすること。

５８の２ 加算対象通算対象欠損調整額及び加算対象被配賦欠損調整額の加算並びに ５８の２ 控除対象個別帰属調整額、控除対象個別帰属税額

控除対象通算適用前欠損調整額、控除対象個別帰属調整額及び控除対象個別帰属税

額、控除対象合併等前欠損調整額、控除対象通算対象所得調整額、控除対象配賦欠

損調整額、内国法人の控除対象還付法人税額、外国法人の恒久的施設帰属所得に係 、内国法人の控除対象還付法人税額、外国法人の恒久的施設帰属所得に係

る控除対象還付法人税額及び外国法人の恒久的施設非帰属所得に対する控除対象還 る控除対象還付法人税額及び外国法人の恒久的施設非帰属所得に対する控除対象還

付法人税額並びに控除対象還付対象欠損調整額及び控除対象個別帰属還付税額の控 付法人税額並びに控除対象個別帰属還付税額 の控

除の順序については、まず加算対象通算対象欠損調整額及び加算対象被配賦欠損調 除の順序については、まず控除対象個別帰属調整額及び控除対象個別帰属税額を控

整額を加算し、次に控除対象通算適用前欠損調整額、控除対象個別帰属調整額及び 除し、次に

控除対象個別帰属税額、控除対象合併等前欠損調整額、控除対象通算対象所得調整

額並びに控除対象配賦欠損調整額を控除した後において、内国法人の控除対象還付 内国法人の控除対象還付

法人税額、外国法人の恒久的施設帰属所得に係る控除対象還付法人税額及び外国法 法人税額、外国法人の恒久的施設帰属所得に係る控除対象還付法人税額及び外国法

人の恒久的施設非帰属所得に対する控除対象還付法人税額並びに控除対象還付対象 人の恒久的施設非帰属所得に対する控除対象還付法人税額並びに控除対象個別帰属

欠損調整額及び控除対象個別帰属還付税額を控除するものであること。（法３２１ 還付税額 を控除するものであること。（法３２１

の８㉚、令和２年９月改正令附則５㉔・㉚・㊱） の８⑱ ）

５９ 法人税額 の分割の基準となる従業者の数とは、関係市町 ５９ 法人税額又は個別帰属法人税額の分割の基準となる従業者の数とは、関係市町

村内ごとの事務所等について、当該課税標準の算定期間の末日現在における数であ 村内ごとの事務所等について、当該課税標準の算定期間の末日現在における数であ

ること。（法３２１の１３②）この場合における従業者とは、法人の事業税の分割 ること。（法３２１の１３②）この場合における従業者とは、法人の事業税の分割

基準に用いられる従業者と同意義のものであり、事務所等に勤務すべき者で、俸給 基準に用いられる従業者と同意義のものであり、事務所等に勤務すべき者で、俸給

、給料、賃金、手当、賞与その他これらの性質を有する給与の支払いを受けるべき 、給料、賃金、手当、賞与その他これらの性質を有する給与の支払いを受けるべき

者をいうものであるが、ここにいう給与には、退職給与金、年金、恩給、及びこれ 者をいうものであるが、ここにいう給与には、退職給与金、年金、恩給、及びこれ

らの性質を有する給与は含まれないものであり、したがって、これらの給与のみ支 らの性質を有する給与は含まれないものであり、したがって、これらの給与のみ支

給を受ける者は従業者として取り扱われないことに留意すること。 給を受ける者は従業者として取り扱われないことに留意すること。

なお、その運用に当たっては、次に掲げるところにより取り扱うものであること なお、その運用に当たっては、次に掲げるところにより取り扱うものであること

。 。

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略
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６２ 法第３２１条の８第１項、第２項又は第３４項 の申告書を提出した法 ６２ 法第３２１条の８第１項、第２項、第４項又は第２２項の申告書を提出した法

人は、課税標準の計算の基礎となった法人税の額について国の税務官署の更正を受 人は、課税標準の計算の基礎となった法人税の額について国の税務官署の更正を受

けた場合 けた場合（同条第２項又は第４項の申告書を提出した法人が連結子法人の場合にあ

っては、当該連結子法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人又は連結完全

支配関係があった連結親法人が法人税の額について国の税務官署の更正を受けた場

には、法定納期限の翌日から起算して５年を経過した日以後においても当該国 合）には、法定納期限の翌日から起算して５年を経過した日以後においても当該国

の税務官署が当該更正の通知をした日から２月以内に限って、法第２０条の９の３ の税務官署が当該更正の通知をした日から２月以内に限って、法第２０条の９の３

第１項の規定による更正の請求をすることができるものであること。この場合にお 第１項の規定による更正の請求をすることができるものであること。この場合にお

いては、同条第３項に規定する更正請求書には、同項に規定する事項のほか、国の いては、同条第３項に規定する更正請求書には、同項に規定する事項のほか、国の

税務官署が当該更正の通知をした日を記載しなければならないものであること。（ 税務官署が当該更正の通知をした日を記載しなければならないものであること。（

法３２１の８の２） 法３２１の８の２）

第６節 上場株式等に係る配当所得等に係る課税の特例 第６節 上場株式等に係る配当所得等に係る課税の特例

７２ 市町村民税の所得割の納税義務者が、平成２８年１月１日以後に支払を受ける ７２ 市町村民税の所得割の納税義務者が、平成２８年１月１日以後に支払を受ける

べき租税特別措置法第８条の４第１項に規定する上場株式等の配当等に係る配当所 べき租税特別措置法第８条の４第１項に規定する上場株式等の配当等に係る配当所

得等を有する場合、前年分の所得税につき分離課税を選択した場合に限り、市町村 得等を有する場合、申告により分離課税を選択することができる

民税につき分離課税の適用があるものとし、当該上場株式等の配当等に係る配当所 ものとし、当該上場株式等の配当等に係る配当所

得等の金額の１００分の３（当該納税義務者が指定都市の区域内に住所を有する場 得等の金額の１００分の３（当該納税義務者が指定都市の区域内に住所を有する場

合には、１００分の４）に相当する金額の所得割を課するものであること。（法附 合には、１００分の４）に相当する金額の所得割を課するものであること。（法附

則３３の２⑤） 則３３の２⑤）

なお、この場合において次の諸点に留意すること。 なお、この場合において次の諸点に留意すること。

(１) 略 (１) 略

(２) 当該納税義務者が支払を受けるべき特定上場株式等の配当等に係る配当所得 (２) 当該納税義務者が支払を受けるべき特定上場株式等の配当等に係る配当所得

の金額について、前年分の所得税につき総合課税の適用を受けた場合には の金額について、 総合課税の適用を受けた場合には、他の

、申告分離課税は適用しないこ 特定上場株式等の配当等に係る配当所得について、申告分離課税は適用しないこ

と。（法附則３３の２⑥） と。（法附則３３の２⑥）

第８節 譲渡所得の課税の特例 第８節 譲渡所得の課税の特例
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７７ 長期譲渡所得に係る所得割の課税に当たっては、次の諸点に留意すること。 ７７ 長期譲渡所得に係る所得割の課税に当たっては、次の諸点に留意すること。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(３) 長期譲渡所得のうちその譲渡所得の基因となる土地等の譲渡が優良住宅地等 (３) 長期譲渡所得のうちその譲渡所得の基因となる土地等の譲渡が優良住宅地等

の造成等のための譲渡に該当するときにおける当該譲渡所得に係る課税長期譲渡 の造成等のための譲渡に該当するときにおける当該譲渡所得に係る課税長期譲渡

所得金額に対して課する所得割の税率は、(２)にかかわらず、法附則第３４条の 所得金額に対して課する所得割の税率は、(２)にかかわらず、法附則第３４条の

２第４項に定めるところにより軽減されているものであること。ただし、当該譲 ２第４項に定めるところにより軽減されているものであること。ただし、当該譲

渡所得につき租税特別措置法第３３条から第３３条の４まで、第３４条から第３ 渡所得につき租税特別措置法第３３条から第３３条の４まで、第３４条から第３

５条の３まで、第３６条の２、第３６条の５、第３７条、第３７条の４から第３ ５条の３まで、第３６条の２、第３６条の５、第３７条、第３７条の４から第３

７条の６まで又は第３７条の８ の規定の適用を受けるときは、当 ７条の６まで、第３７条の８又は第３７条の９の規定の適用を受けるときは、当

該軽減税率の適用はないものであること。（法附則３４の２⑥） 該軽減税率の適用はないものであること。（法附則３４の２⑥）

(４)及び(５) 略 (４)及び(５) 略

第９節 株式等に係る譲渡所得等に係る課税の特例 第９節 株式等に係る譲渡所得等に係る課税の特例

７９の３ 上場株式等に係る所得割の課税に当たっては、次の諸点に留意すること。 ７９の３ 上場株式等に係る所得割の課税に当たっては、次の諸点に留意すること。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 法附則第３５条の２の６第９項 に規定する上場株式等に係る譲渡損失の金 (４) 法附則第３５条の２の６第１２項に規定する上場株式等に係る譲渡損失の金

額については、上場株式等に係る配当所得等の金額を限度として損益通算が認め 額については、上場株式等に係る配当所得等の金額を限度として損益通算が認め

られるものであること。（法附則３５の２の６⑧） られるものであること。（法附則３５の２の６⑪）

(５) 前年前３年内に生じた法附則第３５条の２の６第１２項に規定する上場株式 (５) 前年前３年内に生じた法附則第３５条の２の６第１６項に規定する上場株式

等に係る譲渡損失の金額については、上場株式等に係る譲渡所得等の金額及び上 等に係る譲渡損失の金額については、上場株式等に係る譲渡所得等の金額及び上

場株式等に係る配当所得の金額を限度として繰越控除が認められるものであるこ 場株式等に係る配当所得の金額を限度として繰越控除が認められるものであるこ

と。（法附則３５の２の６⑪）なお、この場合における上場株式等の譲渡損失の と。（法附則３５の２の６⑮）なお、この場合における上場株式等の譲渡損失の

金額については、令附則第１８条の５第１３項の規定により順次控除するもので 金額については、令附則第１８条の５第１６項の規定により順次控除するもので

あること。 あること。

第４章 軽自動車税 第４章 軽自動車税

第３節 種別割 第３節 種別割

第３ 税率の特例 第３ 税率の特例
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３１ 法附則第３０条第１項に規定する「専らメタノールを内燃機関の燃料として用 ３１ 法附則第３０条第１項に規定する「専らメタノールを内燃機関の燃料として用

いる軽自動車」とは、メタノールのみを燃料とする内燃機関（当該内燃機関を始動 いる軽自動車」とは、メタノールのみを燃料とする内燃機関（当該内燃機関を始動

させるに当たり補助的にメタノール以外のものを燃料とするものを含む。）により させるに当たり補助的にメタノール以外のものを燃料とするものを含む。）により

走行するものをいうものであること。（法附則３０①、則附則８の３の４①） 走行するものをいうものであること。（法附則３０①、則附則８の３の３①）

第５章 市町村たばこ税 第５章 市町村たばこ税

第２ 課税客体等 第２ 課税客体等

３ 製造たばこ ３ 製造たばこ

製造たばことは、次に掲げるものをいうものであること。 製造たばことは、次に掲げるものをいうものであること。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(３) かぎ用の製造たばこ 乾燥した葉たばこを粉にして、かぎ用として製造され (３) かぎ用の製造たばこ 乾燥した葉たばこを粉にして、かぎ用として製造され

た製造たばこをいう。 た製造たばこをいう。

なお、製造たばこには製造たばこ代用品も含まれるものであるが、この場合に なお、製造たばこには製造たばこ代用品も含まれるものであるが、この場合に

おける製造たばこ代用品とは、たばこ事業法第２条第３号に規定する製造たばこ おける製造たばこ代用品とは、たばこ事業法第２条第３号に規定する製造たばこ

以外のものであって、喫煙用に供されるもの（大麻取締法（昭和２３年法律第１ 以外のものであって、喫煙用に供されるもの（大麻取締法（昭和２３年法律第１

２４号）第１条に規定する大麻、麻薬及び向精神薬取締法（昭和２８年法律第１ ２４号）第１条に規定する大麻、麻薬及び向精神薬取締法（昭和２８年法律第１

４号）第２条第１号に規定する麻薬、あへん法（昭和２９年法律第７１号）第３ ４号）第２条第１号に規定する麻薬、あへん法（昭和２９年法律第７１号）第３

条第２号に規定するあへん並びに医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性 条第２号に規定するあへん並びに薬事法

の確保等に関する法律（昭和３５年法律第１４５号）第２条第１項に規定する医 （昭和３５年法律第１４５号）第２条第１項に規定する医

薬品及び同条第２項に規定する医薬部外品を除く。）をいい、かみ用及びかぎ用 薬品及び同条第２項に規定する医薬部外品を除く。）をいい、かみ用及びかぎ用

のものは含まれないものであることに留意すること。 のものは含まれないものであることに留意すること。

第３ 課税標準 第３ 課税標準

９の２ 葉巻たばこの本数への換算方法 ９の２ 葉巻たばこの本数への換算方法

葉巻たばこを紙巻たばこの本数に換算する方法は次によること。（法４６７②・ 葉巻たばこを紙巻たばこの本数に換算する方法は次によること。（法４６７②・

④、令５３の２①・③） ④、令５３の２①・③）

(１) 略 (１) 略

(２) 軽量な葉巻たばこの本数換算 (２) 軽量な葉巻たばこの本数換算
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ア 略 ア 略

イ アにより計算した品目ごとの本数を合計し、その１本を紙巻たばこの１本（ イ アにより計算した品目ごとの本数を合計し、その１本を紙巻たばこの１本（

令和２年１０月１日から令和３年９月３０日までの期間における売渡し等に係 令和２年１０月１日から令和３年９月３０日までの期間における売渡し等に係

るものについては、紙巻たばこの０．７本）に換算して計算すること。 るものについては、紙巻たばこの０．７本）に換算して計算すること。

この場合、計算した本数に１本未満の端数がある場合には、当該端数を切り この場合、計算した本数に本未満 の端数がある場合には、当該端数を切り

捨てるものであること。 捨てるものであること。

(３)～(５) 略 (３)～(５) 略

１０ 加熱式たばこの本数への換算方法等 １０ 加熱式たばこの本数への換算方法等

(１) 加熱式たばこを紙巻たばこの本数に換算する方法は次によること。（法４６ (１) 加熱式たばこを紙巻たばこの本数に換算する方法は次によること。（法４６

７③、令５３の２②・③・⑤～⑦） ７③、令５３の２②・③・⑤～⑧）

ア 重量換算 ア 重量換算

(ア)及び(イ) 略 (ア)及び(イ) 略

(ウ) (イ)により計算した品目ごとの総重量を合計した加熱式たばこの総重量 (ウ) (イ)により計算した品目ごとの総重量を合計した加熱式たばこの総重量

を、法第４６７条第３項第１号に規定する換算割合で換算すること。 を、法第４６７条第３項第２号に規定する換算割合で換算すること。

この場合、計算した本数に１本未満の端数がある場合には、当該端数を切 この場合、計算した本数に１本未満の端数がある場合には、当該端数を切

り捨てるものであること。 り捨てるものであること。

イ 小売定価等換算 イ 小売定価等換算

(ア) 加熱式たばこの品目ごとの個装等ごとの法第４６７条第３項第２号イ又 (ア) 加熱式たばこの品目ごとの個装等ごとの法第４６７条第３項第３号イ又

はロに定める金額に、売渡し等に係る当該個装等の数量を乗じて、品目ごと はロに定める金額に、売渡し等に係る当該個装等の数量を乗じて、品目ごと

の総金額を計算すること。 の総金額を計算すること。

この場合、同号イ又はロに定める当該個装等ごとの金額に１銭未満の端数 この場合、同号イ又はロに定める当該個装等ごとの金額に１銭未満の端数

がある場合には、当該端数を切り捨てるものであること。 がある場合には、当該端数を切り捨てるものであること。

(イ) (ア)により計算した品目ごとの総金額を合計した加熱式たばこの総金額 (イ) (ア)により計算した品目ごとの総金額を合計した加熱式たばこの総金額

を、法第４６７条第３項第２号に規定する換算割合で換算すること。 を、法第４６７条第３項第３号に規定する換算割合で換算すること。

この場合、計算した本数に１本未満の端数がある場合には、当該端数を切 この場合、計算した本数に１本未満の端数がある場合には、当該端数を切

り捨てるものであること。 り捨てるものであること。
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ウ 略 ウ 略

(２) 次に掲げる期間における売渡し等に係る加熱式たばこの課税標準は、地方税 (２) 次に掲げる期間における売渡し等に係る加熱式たばこの課税標準は、法第４

法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第３号）第６条の規定による改正前 ６７条第３項第１号

の法（以下この項において「旧法」という。）第４６７条第３項第１号の規定に の規定に

より換算した紙巻たばこの本数（以下この項において「旧重量換算本数」という より換算した紙巻たばこの本数（以下この項において「旧重量換算本数」という

。）、旧法第４６７条第３項第２号の規定により換算した紙巻たばこの本数（以 。）、同項第２号 の規定により換算した紙巻たばこの本数（以

下この項において「新重量換算本数」という。）及び旧法第４６７条第３項第３ 下この項において「新重量換算本数」という。）及び同項第３号

号の規定により換算した紙巻たばこの本数（以下この項において「小売定価等換 の規定により換算した紙巻たばこの本数（以下この項において「小売定価等換

算本数」という。）のそれぞれに、次に掲げる期間に応じそれぞれ次に掲げる一 算本数」という。）のそれぞれに、次に掲げる期間に応じそれぞれ次に掲げる一

定の率を乗じて計算した本数の合計数となることに留意すること。 定の率を乗じて計算した本数の合計数となることに留意すること。

この場合、当該一定の率を乗じて計算した本数に１本未満の端数がある場合に この場合、当該一定の率を乗じて計算した本数に１本未満の端数がある場合に

は、当該端数を切り捨てるものとすること。 は、当該端数を切り捨てるものとすること。

なお、旧重量換算本数は、９により算出し、新重量換算本数及び小売定価等換 なお、旧重量換算本数は、９により算出し、新重量換算本数及び小売定価等換

算本数は、この項により算出することに留意すること。 算本数は、この項により算出することに留意すること。

ア～エ 略 ア～エ 略

第９章 目的税 第９章 目的税

７ 国民健康保険税に関する事項 ７ 国民健康保険税に関する事項

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略

(６) 国民健康保険税の減額は、低所得者の国民健康保険税の負担の軽減を図るた (６) 国民健康保険税の減額は、低所得者の国民健康保険税の負担の軽減を図るた

め、国民健康保険税の納税義務者並びにその世帯に属する被保険者及び特定同一 め、国民健康保険税の納税義務者並びにその世帯に属する被保険者及び特定同一

世帯所属者（法第７０３条の４第１０項第１号に規定する特定同一世帯所属者を 世帯所属者（法第７０３条の４第１０項第１号に規定する特定同一世帯所属者を

いう。）の所得の合算額が一定額以下の場合には 、当該納税義務者に課す いう。）の所得の合算額が一定額以下の場合においては、当該納税義務者に課す

る被保険者均等割額及び世帯別平等割額を減額するものとし、また、子育て世帯 る被保険者均等割額及び世帯別平等割額を減額するもの

の国民健康保険税の負担の軽減を図るため、国民健康保険税の納税義務者の属す

る世帯内の被保険者に未就学児（６歳に達する日以後の最初の３月３１日以前で

ある者をいう。）がある場合には、当該未就学児につき算定した被保険者均等割
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額を減額するものとする制度である。したがって、国民健康保険税の減免とはそ とする制度である。したがって、国民健康保険税の減免とはそ

の性格を異にするものであり、かつ、当該減額に伴う国民健康保険税の減収額を の性格を異にするものであり、かつ、当該減額に伴う国民健康保険税の減収額を

補てんするため別途国民健康保険法の規定するところにより国及び都道府県の負 補てんするため別途国民健康保険法の規定するところにより都道府県負担金

担金が交付されるものであること。（法７０３の５） が交付されるものであること。（法７０３の５）

(７)及び(８) 略 (７)及び(８) 略


